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全世界の工場で生産する商品の 100％をマレーシアの製品開発 R&D で創造的に開発され
ている。従って海外製品開発 R&D 運営の大枠は本国側で決め、具体的な実行は現地に任
せる分権型にした方が、マレーシアの外資系 R&D の事例を見ても海外製品開発 R&D の
知識の現地化が進む可能性が高いと考える。 































（1）マレーシア日本人商工会議所（JACTIM）経営委員会 R&D 小委員会 
 1）JACTIM 経営委員会 マレーシア AV R&D 拡大小委員会 
 この委員会は、「日系 R&D 部門よる優秀な技術者を採用」をテーマとして、2003 年 10
月に経営委員長の私的委員会として設置された。筆者は設立以来、アドバイザーとして出
席している。筆者が参加することになったのは、①JACTIM が「日系企業の R&D 強化の
活動」に取り組みを開始したこと、②同時期に、筆者の「優秀なローカル技術者の採用拡
大」の調査活動開始、この二つの時期と方向性が同じであったからであった。取り組み課









していった。2004 年 12 月までに 8 回 10）開催されている。筆者は 8 回とも出席した。 
 
 2）JACTIM 経営委員会 R&D 小委員会 
 2005 年 3 月に上記マレーシア AV R&D 小委員会が JACTIM の正式機関となり、第 1
回 R&D 小委員会が開催された。2011 年 7 月までに、36 回 11)の委員会が開かれている。
筆者は、そのうち 26 回の出席をした。この委員会での審議の進め方は、マレーシア AVR&D
拡大小委員会と同じく、委員会での問題提起事項を下記の企業や大学への訪問で調査した。
また、この委員会が中心となって、優秀な技術者を採用するために、「JACTIM 就職フェ
ア（キャリアフェア）」を開催した。2005 年度は 2 大学で、2006 年度は 4 大学で開催し




 調査は、筆者が上記委員会開催日の前後約 1 週間に、R&D 部門のある日系・外資系企
業と日本の公的機関およびマレーシアの大学を訪問して行った。面談者は、前者では社長


















 第二章では、本論文が取上げている在マレーシアの日系企業 R&D 部門について、プラ
ザ合意以降の日本の電機電子産業のマレーシア進出と 1990 年以降の製品開発（R&D）部
門のマレーシアへの移管について概観している。また日系 5 社の R&D について、設立と
その後の拡大の歴史を聞き取り調査でまとめている。 
 第三章は、日系企業 R&D の設計担当別人種別構成を 2003 年と 5 年後の 2008 年の 2
回調査し、ローカル化比率の変化を明らかにする。また、学歴別・人種別技術者構成を調
査し、その課題を明らかにする。 
 第四章は、モトローラ全社および同社ペナン R&D についてその概要を明らかにすると




 技術者の採用プロセスや処遇の違いを明確にし、日系 R&D に優秀な技術者は来ず、外
資系に流れているのは明白であることを示した。 
 第六章は、日系 R&D は処遇等を外資系 R&D 並みに引き上げて改善をし、優秀なロー
カル技術者の採用をしないのかとの疑問に対しアンケート調査を行い、その要因を明らか





















































7 R&D の定義（研究開発、製品開発、生産技術） 
 
 「R&D」が現状では広義で使われている。① 総務省統計局、② 全米科学財団、③ OECD
の 3 つの機関が、それぞれ、経費、産業、知識の観点から R&D を定義付けしている。14)
しかしこれらの定義は、① 総務省統計局と② 全米科学財団は「新しい材料、装置、製品、
システム、工程等」と幅広く定義付をしている。また、③OECD の定義はさらに幅広い。 
 そこで、この 3 機関の定義を踏まえ、企業の使用用語に合わせて、R&D を次の 3 つに
分類したい。① 基礎研究 R&D：研究は製品開発の基本部分になる要素技術研究から、未
来を見据えた基本原理の研究まで、を指す。研究期間は、短期で 2～3 年、長期では 10
年、20 年あるいはそれ以上の場合もある。② 製品開発 R&D：新しいアイディアやマー
ケティングにもとづき、新商品が企画される。それを形のある商品にしていくのが製品開
発 R&D である。③ 生産技術 R&D：製造業には品質管理、生産技術、生産の 3 部門が置




























が「経営委員会」で、その傘下に R&D 小委員会が設置されている。 
5）政府への要望はマレーシア政府と JACTIM のダイアログ（会談）を通じて行われた。アレーシア政
府とのダイアログは、国際貿易産業省（Ministery of International Trade and Industry：略称 MITI）、
財務省（Ministery of Finance：略称 MOF）、科学・技術・革新省（Ministery of Science,Technology and 
Innovation：略称 MOSTI）の 3 省と行われた。 
 それぞれのダイアログは各省ごとに個別に行われた。当時の MITI ダイアログの政府側出席者はマレ
ーシア側はラフィーダ国際貿易産業大臣、JACTIM 側は会頭、経営委員長、その他であった。2004 年






















12）Managing Director の略称で、いわゆる社長に相当する。 
13）JICA：Japan International Cooperation Agency（国際協力銀行）、JBIC：Japan Bank For 
International Cooperation（国際協力銀行）、JST：Japan Science and Technology Agency（科学技術
振興機構）、国立大学は次の通りである。略称：マレー語名（日本語名）、所在地で表すと、①UM：Universiti 
Malaya（マラヤ大学）、クアラルンプール市、②USM：Universiti Sains Malaysia（マレーシア科学大







ン、⑧UTAR：Universiti Tunku Abdul Rahman（トンク アブドーラ ラーマン大学）、セランゴール
州・ぺタリンジャ、である。日本留学予備教育機関では、①AAJ：Ambang Asuhan Jepon（日本留学
特別コース：マレーシアで日本語と理科・数学の予備教育を 2 年間受けた後、日本の国立大学工学部を
中心に年間 200 人が留学する。日本での履修は 4 年間）、AAJ はマラヤ大学内にある、クアラルンプー
ル市、②KTJ：Kajian Teknikal Ke Jepon（高専留学プログラムマレーシアで日本語と理科・数学の予
備教育を 2 年間受けた後、日本の高専 3 年次に年間 80 人が留学する）、セランゴール州・シャーラム、
③JAD：Japan Associate Degree（ツイニング・プログラム：マレーシアで日本語と理科・数学の予備
教育を 1 年受けた後、マレーシアで大学 1～2 年の科目、日本で大学 3～4 年の科目を履修する。日本の
主として私立大学に留学する。）、セランゴール州・シャーラム、④IBT：Institute Bahasa Teikyo（帝
京マレーシア日本語学院、AAJ の教育を分担）、クアラルンプール市。 
14）① 総務省統計局、② 全米科学財団（NSF）、③ OECD 三つの機関が、それぞれ、経費、産業、知







とする研究をいう。（総務省統計局 HP/平成 20 年度科学技術研究調査 用語の説明） 
 「全米科学財団（NSF：National Science Foundation）」は産業 R&D を次のように分類定義してい
る。① 基礎研究（basic research）：汎用的な応用を目指した新たな知識、理解の計画的体系の追求、
② 応用研究（applied research）：特定の認知されたニーズに応えるための知識や理解を獲得、③ 開発
（development）：製品やサービス、工程、手法の生産や改良を目指した知識や理解の適用をする、であ
る。 























べているように広義の R&D の 1 つである。多くの R&D に関する先行研究は、①生産技
術を中心にした R&D 移転、あるいは、②欧米を中心にした研究開発 R&D 移転を取り上
げているが、③1995 年以降の東南アジアを中心とした製品開発 R&D 移転の具体的な問題
点は論じられていない。製品開発 R&D は、本論文第一章 4 の 3）「効果的な製品開発パタ
ーンのバリエーション」で「製品開発 R&D が成功する」ことを 6 項目で定義している。
この 6 項目は商品力を判断できる評価指標である。東南アジアが商品を生産するだけの国
から製品開発を行う国に脱皮できることは、経済的に意義深いことである。 
 バートレット&ゴシャール（Bartlett & Ghoshal）（1989）は、日本の国際経営戦略は
グローバル型であり、「知識の開発と普及」は、「中央で知識を開発して保有」と述べてい
る。1995 年頃まではこの考え方で東南アジアの R&D を説明することができたと考える。
しかし、1995 年以降においてコモディティー商品の製品開発 R&D がマレーシアに進出し、
その後に 100％マレーシアで自力設計できるまでに発展したという実態は、従来の考え方
では説明できない。 
 本論文では、コモディティー化した商品における製品開発 R&D が、1995 年頃 R&D 部





2 多国籍企業の国際経営および海外 R&D の役割と発展 
 本節では、多国籍企業の国際経営戦略の中での日本企業の位置付を確認した後、R&D
の国際分業の形態と国際化の広がり、海外 R&D の役割類型とその発展を取り上げる。 
 すなわち、多国籍企業の国際経営 4 類型化とその発展型、および企業内の技術戦略の国
際分業、そして海外 R&D の役割類型と発展段階である。 
 
（1）多国籍企業の国際経営 3 類型とトランスナショナル企業 
 バートレット&ゴシャール（Bartlett & Ghoshal）（1989）（邦訳 吉原 英樹監訳（1990）
『地球市場時代の企業戦略―トランスナショナル・マネジメントの構築―』）は、1980 年






 かれらは、多国籍企業の国際経営戦略を、次の 4 タイプに分類できると述べている。こ







































組織の ①マルチ ②グローバル ③インター ④トランス
特徴 ナショナル型 型 ナショナル型 ナショナル企業
(分権連邦型) (集権ハブ型) (調整連邦型) (トランスナショナル構造)
資源の 分散型で 中央集権型で コア能力の源泉 分散・相互依存
能力と 国ごとに グローバル は中央に集中さ 専門性
配分 自立 規模 せ他は分散
海外事業 現地の機会 親会社の 親会社の能力を 統合された世界的
の役割 を利用 戦略を実行 適応させ活用 事業規模に向けた
各国ユニットによる
分化した貢献
知識の 各ユニット内 中央で知識を 中央で知識を 共同で知識を
開発と で知識を開発 開発して保有 開発し海外の 開発し世界中で
普及 して保有 ユニットに移転 共有
ネスレ トヨタ、三菱 GE、GM 欧州フォード・モーター




















































 「松下を集中型イノベーションのチャンピオンとするなら、家電業界の第 1 のライバル、フィリ
ップスは分散型イノベーションの名人である。」14) 










   













品開発については、海外子会社の R&D 部門が独自で行っている。 

































（2）多国籍企業の国際経営 4 類型の発展型 
 ジェイ B.バーニー（Jay B Barney）（2003）は、上述したバートレット&ゴシャール
（Bartlett & Ghoshal）の 4 類型の考えをさらに発展させ、次のように述べている。表
1-1 の「組織の特徴」のカッコ内と下段の「事例」はジェイ B・バーニー（Jay B Barney）
による。彼は、日本企業に多い「集権ハブ型」の組織構造では、現地法人の役割は本社の
決定事項を実行するのみと述べている。 
   
 「第 1 の組織構造上の選択肢は分権連邦型（decentralized federation）と言われるものである。
この組織構造では、企業が展開する各国の現地事業がそれぞれ完全な収益センターと見なされ、そ
の長は事業部長（通常はカントリーマネジャーでもある）が務める。」17) 




 「第 3 の選択肢は調整連邦型（coordinated federation）である。このタイプでも各国の事業は
完全な損益センターでその長は各事業部長である。だが、分権連邦型と異なり、戦略上および事業
運営上の意思決定権限は完全には委譲されていない。すなわち、事業運営上の意思決定は彼らに任
組織の ①マルチ ②グローバル ③インター ④トランス
特徴 ナショナル型 型 ナショナル型 ナショナル企業
(分権連邦型) (集権ハブ型) (調整連邦型) (トランスナショナル構造)
資源の 分散型で 中央集権型で コア能力の源泉 分散・相互依存
能力と 国ごとに グローバル は中央に集中さ 専門性
配分 自立 規模 せ他は分散
海外事業 現地の機会 親会社の 親会社の能力を 統合された世界的
の役割 を利用 戦略を実行 適応させ活用 事業規模に向けた
各国ユニットによる
分化した貢献
知識の 各ユニット内 中央で知識を 中央で知識を 共同で知識を
開発と で知識を開発 開発して保有 開発し海外の 開発し世界中で
普及 して保有 ユニットに移転 共有
ネスレ トヨタ、三菱 GE、GM 欧州フォード・モーター



























   








のフローの形態別に整理し、図 1-1 に示す 5 つの類型を提示した。日本の電機電子産業の
R&D 戦略は、図 1-1 の「1 一国集中戦略」である。筆者は、本論文で提起した「二極開
発センター」方式が、榊原の 5 類型のどれに該当するのかを検討した。 
   
 「第 1 の形態は『一国集中戦略』(country-centered strategy)と呼ばれ、研究開発のすべての活
動を一国（母国）に集中して行うものである。」21) 
 

































































































 1. 技術偵察(Technology Scouts)：技術情報の収集が海外でのおもな活動目的である類型。 
 2. 技術修正(Technology Modification)：市場直結型の応用開発や製品の修正が海外での主な目
的である類型。 
 3. 技術移転(Technology Transfer)：研究開発部門に独自の開発拠点が海外に設置され、技術移
転にかかわる多様な役割進行がその拠点の目的となる類型。 
 4. 新製品開発（New Product Development）：独自の製品開発の遂行が海外拠点の目的である
類型。 











































（5）海外 R&D の役割類型と発展段階 
 浅川（2003）は、海外 R&D の役割と発展について次のように整理している。本論文の
考え方との違いを検討する 
   
1）海外 R&D の役割類型(1) ロンスタット 
 「Ronstadt(1977、1978)は海外 R&D の役割を四つの発展段階に類型化している。第 1 の発展段
階は TTU（Transfer Technology Unit）。技術を本国から移転して現地のマーケットに対応する
R&D である。第 2 は ITU（Indigenous Technology Unit）。最初から現地市場を対象として現地固
有の技術を開発する R&D である。第 3 は GTU（Global Technology Unit）。世界市場向け製品開
発を目的とした R&D である。第 4 は CTU（Corporate Technology Unit）。長期的な基礎研究を行
う R&D である。」33) 
 





3) 海外 R&D の役割類型(3) ノーベルとバーキンショー 
 「Nobel and Birkinshaw （1998）によると発展の第 1 段階はローカル・アダプター（local 
adaptor）。現地市場向けの製品を本国からの技術を使って現地にフィットするように改良する
R&D の役割である。第 2 段階はインターナショナル・アダプター（international adaptor）。現地
 18 
 
市場向けに製品を改良・開発する役割をもった R&D である。第 3 段階はグローバル・クリエータ
ー（global creator）。本社 R&D との密接な連携し、世界規模での研究開発を行う R&D である。」
35) 
   




































発展 技術開発 Ronstadt Kuemmerle Nobel and
段階 Birkinshaw
第1 本国で全て TTU HBE Local Adapter
第2 現地向けは現地 ITU International Adapter

















   























ズの 4 社を事例として、その組織を「集権的職能別組織（U フォーム）」から、本社と製
品別あるいは地域別事業部からなる「事業部制（M フォーム）」への変更が最も根本的な
組織改編である、と述べている。つまり「組織は戦略に従う」のである。 























4 日本企業の海外 R&D の課題と成功パターン 
 ここでは、まず何故海外で研究開発を行うのか、そして海外で研究開発を行った時の課
題と困難さは何か、の先行研究レビューを行う。次に製品開発の「成功」とは何か、の先
行研究をもとに海外 R&D の「成功」を論じる。 
 
（1）海外で研究を行う理由 
 吉原（1997）は、日本企業に対するアンケート結果にもとづき、海外研究開発の 3 つ
課題を述べている。第 1 に「現地市場のニーズ対応」、第 2 に「現地での研究開発から製
造販売までの一貫体制確立」、第 3 に「研究開発の国際分業」である。 




























































   
 吉原は、日系企業は、生産に関しては成功しているが、販売、研究開発は成功してい
ないと主張している。また吉原が指摘している低い初任給、時間を掛けた昇給と昇進に




社の R&D 技術者のみ 1.5 倍位高い。日本は平等な給与体系である。 
 技術者育成については、技術力はあるが、管理力のない技術者を好処遇し、スペシャ
リスト育成に重点を置いていることが聞き取り調査で解った。 
   
 2）日本で生産していない製品の開発は地理的近接性のある海外で 




























   








ビという国際的な分業体制となった。2003 年調査ではマレーシアの日系 AV R&D には、
ローカル 1017 人と日本人 131 人の計 1148 人の技術者が在籍している。つまり、ローカ





   
 「調査票の配付数は 700 であり、203 件のご回答を得ることができた。」52) 
 「本調査では、製品開発活動を調査対象とした。このため、通常の産業分類を用いず、製品技













開発 R&D が成功する」ことを、6 項目で定義している。成功のより直接的な指標は、① 
顧客満足度・総合的品質、② 開発工数・コスト、③ 開発期間、④ 製品の性能ならびに





 マレーシアの製品開発 R&D が開発した商品は、全世界のマーケットで韓国、中国、他
に伍して競争している。従って、売上や利益といった観点に限れば、「マレーシアにおけ
る R&D は成功している」と言える 55)。しかし、売上や利益が高いことと、「R&D のマレ
ーシア移管が成功する」ことは同義ではない。ここで、本論文が採用する後者の「成功」
について、定義を明確にしておこう。 
 安本・藤本（2004）は、「商品開発 R&D が成功する」ことを、6 項目で定義している。
これをもとに、本論文では、実際の企業や商品開発 R&D 部門で使われている表現に置き






（JACTIM56））の R&D 小委員会の R&D 部門長からの聞き取り調査）であるためである。
それ以外は、下線の部分を補強した。  
 加えて、本論文では、「R&D のマレーシア移管が成功する」ことの定義として、上記 6
項目に、⑦市場シェア拡大を加え 7 項目とした。さらに、安本・藤本（2004）が言及し





 本論文では、日系企業の R&D 部門が、上で述べたような「成功」を実現するためには










   
（1）ヒトの現地化 
 伊丹 敬之（2008）はヒトの現地化について次のように述べている。 























 ローカル化の遅れの背景として 4 つの問題点（「内なる国際化」、「異文化コミュニケー
ション」、「職務・組織構造」、「社会構造」）と「現地化遅れ」による影響を取り上げ、海
外 R&D のローカル化の遅れの課題を検討する。 
 
 1）「内なる国際化」の問題点 
 吉原 英樹（1996）は現地化の遅れの 1 つ要因として「内なる国際化」を取り上げてい
る。こうした親会社の状況が「現地化」への障害になっていると言えよう。 
























   















































   








 古沢 昌之（2008）を参照すると「職務 組織構造面」の視点で下記のように述べている。 










   
 ローカル技術者は、OJT による育成がまず必要であることは指摘の通りである。日系企
業の R&D 部門では現実として実行されている。しかし、製品開発 R&D 部門は、生産部
門や事務部門と違い「創造性」が必要な部門であり、OJT と創造性の両者が必要である。
創造性は、技術者自身によるところが多い。例えば「技術者自身が自主的に勉強する」こ
とによっても形成される。R&D のローカル化はローカル技術者への OJT 育成と創造性形





 古沢 昌之（2008）を参照すると、ローカル化の遅れの背景を下記のように述べている。 






















 古沢 昌之（2008） を参照すると、ローカル化の遅れによる影響と要因を下記のように
述べている。 



















2）表 1-1 では「企業」であるが、ここでは「型」で統一する。 
3）Bartlett,Christopher and Smantra Goshal （1898）Managing Across Borders :The Transnational 






































36）マイケル・E・.ポーター、竹内 弘高共著、榊原 真理子協力(2000)、「第 6 章 日本企業を変革する」
『日本の競争戦略：Can Japan compete?』ダイヤモンド社、pp.268-269 
37）同上、p.269 
38）椙山 泰生（2009）『グローバル戦略の進化～日本企業のトランスナショナル戦略』有斐閣 p.8 
39）Chandler Alfred D, Jr.(1990) Strategy and Structure, Massachusetts Institute of Technology 













52）安本雅典・藤本隆宏（2004）「第 12 章 効果的な製品開発のバリエーション」『成功する製品開発』  
  有斐閣、p.261 
53）同上、p.261 
54）同上、p.304 




56）JACTIM は The Japan Chamber of Trade and Industory,Malaysia の略称 
























































第二章 日系電機電子産業のマレーシアへの生産移管と製品開発 R&D の展開 
 
1 はじめに 






 1980 年代前半のマレーシア経済は、第 2 次石油危機の影響で低迷していた。国連の協
力を得て策定された第 1 次産業基本計画（Industrial Master Plan: IMP ,1986～1995）
はマレーシア政府の政策転換を示している。その IMP は産業を 11 業種に分類し、電機電
子を含む 6 産業を輸出主導型産業に認定して外国からの直接投資及び輸出拡大のために
1986 年 1 月に発表された投資奨励法などの諸施策が講じられた。 




 1981 年に就任したマハティール首相による上記の政策は、① 同首相の任期が 22 年の
長期政権であったことからも判るように「安定した政治体制」、② 進出企業に対する様々
な「インセンティブ」：例えばパイオニアステータス（政府が奨励する産業の新規投資に










の削減、② 設計コストの削減、③ 現地技術力の強化、④ 設計から生産までの一気通貫
の効率経営等であった。当初は色変わりモデル（例えば、テレビのキャビネットの色調の

















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































4 日系製品開発 R&D5 社、設計移管の歴史 
 
 日系製品開発 5 社の設計移管の年表を表 2-1 に示す。このデータは出所に記入した各社
の R&D 部門長からの聞き取り調査等により作成したものである。①ソニーは 1991 年に
R&D 部門を設立し 1994 年にはオリジナルモデルの開発、商品企画機能の移転、2002 年
には世界シャーシ（グローバル設計）の開発を行っている。②松下は 1990 年に R&D 部
門を設立、CRT フラットモデル 2)の設計、2005 年には全世界の CRT モデルの設計移管を
行った。③シャープは 1995 年に CTV と VCR3)の設計開発を開始し、グローバル・シャ
ーシ 4)の開発を開始した。2002 年には CTV と VCR の世界統一のグローバル・シャーシ
の設計開発を行った。1996 年には国際資材調達部門（IPO：International Procurement 
Organization）も設置し、設計完了後はマレーシアからの部材調達も開始した。④クラリ
オンは 1994 年に R&D 部門を設立、ソフト開発部門や意匠デザイン部門の設立の後、2005
年には 50 人の R&D 体制となった。⑤松下電子部品は 1996 年に R&D 部門を設立した後、
VCR 用チューナの開発を開始、VCR チューナの全世界標準化、グローバル設計拠点とし








ビの R&D 部門がない中国でなく、設計技術の基盤があるマレーシアに見出していった。 
 表 2-1 で述べたように、マレーシアにおける AV 機器設計のグローバル化が着実に進行
している。つまり、全世界の工場で生産する商品をマレーシアで設計しているのである。 





を例に説明をする。2000 年 4 月当時で、約 80 人の資材部員がマレーシアの本店とシンガ
ポール・香港・ソウルの各支店に在籍していた。彼らは全世界の 500～600 社から部品を










R&D の位置付けを、自国産業の育成を考える R&D から、グローバルな考えを持ち設計
を行う R&D へと見直す時期に来ていると考える。何故なら、グローバル設計は全世界が
競争相手であり、部品産業の育成もマレーシアの地場産業だけでなくグローバルな部品企






は、2000 年当時、マレーシアの松下、ソニー、シャープのブラウン管式テレビの商品開発 R&D 部門は
マレーシア国内の工場で生産するテレビのみならず、メキシコ工場、東南アジアの各工場等、ほぼ全世
界のテレビ工場で生産するテレビの開発設計を担当していた。 
2）CRT は Cathode Ray Tnbe の略。いわゆる、ブラウン管のことである。フラットモデルとは表面が
フラットになるように設計されたブラウン管を採用したテレビ。 
3）Video Cassette Recorder の略。カセット・タイプのテープを使う。VHS と Beta の 2 方式があった
が、最終的には VHS 方式に集約された。通称ビデオとも呼ばれる。近年は、テレビのデジタル化に伴


































 2003 年 10 月から 2004 年 6 月にかけて、日系企業 11 社（11 社は本章 4 の（1）調査
企業を参照）を訪問した。そして、R&D 部門長にアンケート調査とインタビューを行っ






3 日系 R&D11 社の概要 
 
（1）2003 年~2005 年頃 
 まず、マレーシアでの AV 機器でその比重が高い M 社、So 社、Sh 社でのブラウン管式
テレビ設計の状況を説明する。1990 年~2000 年位まではマレーシア工場で生産するブラ
ウン管式テレビはマレーシアで自力開発する努力を行い、2000 年頃にはそれがほぼ達成
出来ていた。その時は開発画面サイズ 4：3 のテレビが設計の中心であった。 
 そして 2000 年以降、メキシコ、ヨーロッパの工場を含め全世界の工場で生産するブラ
ウン管式テレビを 100％近くマレーシアで設計すること、となった。つまり、「薄型テレ
ビは日本、ブラウン管式テレビはマレーシア」という設計の棲み分けが行われたのである。 
 マレーシアでの設計手法は「統一シャーシ」といって NTSC 方式（日本・アメリカ向
け）1) 及び PAL 方式（東南アジア・ヨーロッパ向け）2)を同じシャーシ（部品を搭載し半
田付けしたプリント基板）で同じ部品を使って設計している。少ない技術者で効率良く設
計するためである。また、設計モデルも多様化し東南アジア・日本向けの 4：3 テレビの
みから、画面サイズ 16：9 のワイドテレビ、画面のちらつきを改善する 100Hz やプログ
レッシブ対応テレビも加わり全世界のマーケットをカバーしている。 
 オーディオ R&D（So 社、Sh 社、J 社、M 社）は、マレーシアの自社工場で生産する
ラジカセ、ミニコンポ、ミニディスク（MD）関連商品、１ビット（bit）オーディオを
100％自力設計している。 
 ビデオ R&D（J 社、So 社、Sh 社、M 社）部門について述べる。VHS-VCR の設計部隊






（2）2010 年～2011 年の現況 
 ブラウン管式テレビは終息を迎え、M 社、So 社、Sh 社の 3 社は液晶テレビの東南アジ
ア、中近東アフリカ向けの製品開発を担当している。オーディオ R&D（So 社、Sh 社、J
社、M 社）は、製品の OEM3)化、ODM4)化や生産の EMS5)等への外注化をすすめている。
M 社はシンガポールに設計拠点を移した。ビデオ R&D（J 社、So 社、Sh 社、M 社）部
門も終息を迎えた。一部 R&D はブルーレイディスク（Blue Ray Disk）の開発の一部を
担当している。M 社はシンガポールに設計拠点を移した。 
 
4 日系 R&D の設計担当別、人種別構成（2003 年調査） 
 
A社 B社 C社 D社 E社 F社 G社 H社 I 社 J 社 K社 計 ％ ローカル計
回 マレー人 4 25 15 5 18 5 13 36 22 1 10 154 39.1%
路 華人 37 22 3 13 30 14 17 30 30 6 5 207 52.5%
設 インド系 0 2 2 12 1 1 1 0 6 1 7 33 8.4%
計 日本人 3 13 5 9 3 2 6 16 7 2 1 67 　ー
小計 44 62 25 39 52 22 37 82 65 10 23 461 100% 394
機 マレー人 8 11 15 8 4 6 8 10 20 5 2 97 46.9%
構 華人 14 10 0 4 13 8 11 15 22 1 0 98 47.3%
設 インド系 1 4 5 0 0 0 0 0 0 2 0 12 5.8%
計 日本人 2 6 3 4 1 2 3 6 4 2 0 33 　ー
小計 25 31 23 16 18 16 22 31 46 10 2 240 100% 207
ソ マレー人 0 3 1 0 17 3 1 1 6 0 1 33 27.7%
フ 華人 18 17 1 3 16 4 5 10 3 0 0 77 64.7%
ト インド系 0 2 1 1 4 0 0 1 0 0 0 9 7.6%
設 日本人 1 5 1 1 1 0 1 1 1 0 0 12 　ー
計 小計 19 27 4 5 38 7 7 13 10 0 1 131 100% 119
技 マレー人 1 19 15 20 4 1 7 19 6 27 24 143 65.6%
術 華人 2 31 3 1 1 0 0 7 3 8 0 56 25.7%
補 インド系 0 2 2 10 0 2 0 0 0 3 0 19 8.7%
助 日本人 0 2 1 1 0 0 0 0 1 2 0 7 　ー
小計 3 54 21 32 5 3 7 26 10 40 24 225 100% 218
マレー人 1 8 0 1 0 6 2 5 11 1 8 43 51.8%
そ 華人 9 11 0 1 2 3 4 0 5 0 0 35 42.2%
の インド系 0 1 0 1 1 0 0 1 1 0 0 5 6.0%
他 日本人 0 6 0 1 0 1 1 1 1 0 0 11 　ー
小計 10 26 0 4 3 10 7 7 18 1 8 94 100% 83
マレー人 14 66 46 34 43 21 31 71 63 34 45 468 46.0% (→40.8％)
計 華人 80 91 7 22 62 29 37 62 61 15 5 471 46.3% (→41.0％)
インド系 1 11 10 24 6 3 1 2 7 6 7 78 7.7% (→6.8％)
日本人 6 32 10 16 5 6 12 24 13 6 1 131 11.4% (→11.4％)













 調査対象とした日系 R&D11 社は、 ①ソニー（オーディオ・ペナン、テレビ・バンギ、
ビデオ・バンギ）、②松下（テレビ・シャーラム、AV・ジョホール）、③JVC（オーディ
オ・シャーラム、ビデオ・シャーラム）、④シャープ（テレビ&ビデオ・シャーラム、オ
ーディオ・ペナン）、⑤日立・バンギ 、⑥松下電子部品・シャーラム である。 
 
（2）日本人比率 
 表 3-1 は、合計 1,148 人の技術者中、11.4％の 131 人が日本人で占められ、日系 R&D
は外資系 R&D に比べ、ローカル化が進んでいないことを示している。（第四章で詳細を




 マレーシアの製品開発 R&D が開発した商品は、全世界のマーケットで韓国、中国、他
に伍して競争している。従って、売上や利益といった観点に限れば、「マレーシアにおけ
る R&D は成功している」と言える。しかし、売上や利益が高いことと、「R&D のマレー


























5 日系 R&D の設計担当別、人種別構成（2008 年調査） 
A社 B社 C社 D社 E社 F社 G社 H社 I 社 J 社 K社 L社 M社 計 ％ L計
回 マレー人 20 20 2 7 9 20 23 0 14 0 5 120 36.4%
路 華人 27 12 10 16 17 27 37 2 5 12 14 179 54.2%
設 インド系 4 6 14 0 0 0 3 1 3 0 0 31 9.4%
計 日本人 9 6 3 1 1 9 6 2 5 0 1 43 　ー
小計 60 44 29 24 27 56 69 5 27 12 20 373 100% 330
機 マレー人 23 24 16 6 9 7 31 5 2 2 20 145 48.5%
構 華人 17 12 1 6 6 14 28 5 0 5 43 137 45.8%
設 インド系 3 4 0 0 0 0 7 1 1 0 1 17 5.7%
計 日本人 7 3 3 1 0 3 2 1 0 0 3 23 　ー
小計 50 43 20 13 15 24 68 12 3 7 67 322 100% 299
ソ マレー人 15 7 2 7 0 2 9 0 0 1 0 43 38.7%
フ 華人 23 7 4 3 5 5 0 0 0 9 4 60 54.1%
ト インド系 3 1 0 0 0 0 0 0 0 0 4 8 7.2%
設 日本人 5 0 0 1 1 1 1 1 0 2 1 13 　ー
計 小計 46 15 6 11 6 8 10 1 0 12 9 124 100% 111
技 マレー人 26 12 6 0 7 13 5 9 8 1 2 89 42.8%
術 華人 53 5 1 0 0 5 2 7 0 12 12 97 46.6%
補 インド系 10 3 4 0 0 0 2 1 0 0 2 22 10.6%
助 日本人 2 1 0 0 0 1 0 0 0 0 0 4 　ー
小計 91 21 11 0 7 19 9 17 8 13 16 212 100% 208
マレー人 4 8 0 5 2 4 6 0 10 1 0 40 61.5%
そ 華人 2 2 0 0 3 0 3 0 0 8 4 22 33.8%
の インド系 0 1 1 0 0 0 1 0 0 0 0 3 4.6%
他 日本人 2 0 1 2 2 1 1 0 0 2 3 14 　ー
小計 8 11 2 7 7 5 11 0 10 11 7 79 100% 65
マレー人 88 71 26 25 27 46 74 14 34 5 27 437 43.1%
計 華人 122 38 16 25 31 51 70 14 5 46 77 495 48.9%
インド系 20 15 19 0 0 0 13 3 4 0 7 81 8.0%
計 230 124 61 50 58 97 157 31 43 51 111 1,013
日本人 25 10 7 5 4 15 10 4 5 4 8 97 8.7%
総計 255 134 68 55 62 112 167 35 48 55 119 1,110 100% 1,013
出所：筆者の各社アンケート調査による。 ＊L計＝Local(ローカル)技術者の人数
依頼日：2008.07.17（R&D小委員会） 回答日：2008.7.〜2008.10.の下記（月/日）




 調査結果を表 3-2 に示す。調査企業は、基本的には表 3-1 と同じ会社であるが、表 3-1













状況に比べ、日系 R&D のローカル化が成功していないといえる。（参照：第二章 4 の（3）
効果的な製品開発パターンのバリエーション） 
 
6 R&D の学歴別、人種別技術者構成（2003 年調査） 
 
（1）大卒比率 
 表 3-3 に日系 R&D11 社の人種別学歴を示す。大卒の比率は、①華人：469 人中 88.9％
（417 人）、②マレー人：440 人中 69.5％（306 人）、③インド人：77 人中 49.3％（38 人）
である。日系 R&D では華人は、その比率が技術者全体の 47.6％と高く、かつ大卒比率も
88.9％と高いことが判る。外資系 R&D では、華人が中心となって製品開発 R&D を運営
している。次章で述べるように、モトローラ社の華人比率は 2008 年調査で 72.2％である。
（表 4-12）日系 R&D も華人比率を 60～70％台を目指して高めて行くべきであろう。 
A社 B社 C社 D社 E社 F社 G社 H社 I 社 J 社 K社 計 ％ ロ技比
マ マレー 9 41 38 5 32 6 21 20 30 4 4 210 39.4%
レ 華人 55 84 6 15 54 12 22 25 15 4 2 294 55.2%
| インド 1 4 9 4 4 1 0 1 0 3 2 29 5.4%
大 小計 65 129 53 24 90 19 43 46 45 11 8 533 100% 54.1%
日 マレー 0 2 5 2 6 5 3 19 15 1 7 65 86.7%
本 華人 0 0 0 1 0 0 0 4 2 1 1 9 12.0%
大 インド 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 1.3%
卒 小計 0 2 5 4 6 5 3 23 17 2 8 75 100% 7.6%
海 マレー 2 6 3 3 0 3 3 2 2 3 4 31 20.3%
外 華人 16 5 1 4 6 16 15 25 22 2 2 114 74.5%
大 インド 0 0 1 1 1 0 1 0 0 0 4 8 5.2%
卒 小計 18 11 5 8 7 19 19 27 24 5 10 153 100% 15.5%
高 マレー 6 17 0 24 5 6 4 30 16 29 0 137 60.9%
華人 6 2 0 2 2 2 0 8 22 7 0 51 22.7%
卒 インド 0 7 0 18 1 2 0 1 7 1 0 37 16.4%
小計 12 26 0 44 8 10 4 39 45 37 0 225 100% 22.8%
マレー 17 66 46 34 43 20 31 71 63 34 15 440 44.6%
小 華人 77 91 7 22 62 30 37 62 61 15 5 469 47.6%
計 インド 1 11 10 24 6 3 1 2 7 6 6 77 7.8%
小計 95 168 63 80 111 53 69 135 131 55 26 986 100% 100%
日本人 6 32 10 16 5 6 12 24 13 10 5 139













紹介すると、試験にパスした年間約 200 人の学生がマラヤ大学で 2 年間の日本語と理数の
教科の予備教育を受けたあと、国費留学生として主に日本の国立大学工学部で学ぶ。彼ら
を「ルックイースト」と呼んでいる。 
 表 3-3 の日本の大学卒のマレー人 65 人がルックイーストと推定できる。H 社と I 社で



































3）Original Equipment Manufacturing の略語である。設計は発注元で行い、受注企業は他社ブランド
表3-4　日系R&Dの人種比率と人種別人口
No 人種 日系 11社 人種別 人口
人員(人) ％ 人口(千人) ％
1 マレー人 468 46.0% 17,342 67.6%
2 華人 471 46.3% 6,399 24.9%
3 インド人 78 7.7% 1,925 7.5%










5）Electronics Manufacturing Service の略語である。電子機器の受託生産を行うサービスのこと。製
造業が個別の製品ごとにラインを設置するのは効率が悪いとして、1990 年代より発達した業態である。
製造過程のアウトソーシングである。近年では、台湾系の EMS であるフォックスコン（漢字表記：富
士康、世界最大の EMS 企業である鴻海精密工業のブランド名）はアップルから携帯端末である iPhone










































2 モトローラ社と R&D の概要 
 
（1）多国籍企業の R&D 経費支出とモトローラ社 
 表 4-1 の左表（4-1-1）に R&D 経費支出の世界ランキング 1～20 位を示す。モトローラ
社は 19 位である。20 社の本社所在国は、米国 7 社、日本 4 社（トヨタ、松下、ソニー、
ホンダ）、ドイツ 3 社、スイス 2 社、フィンランド、英国、スエーデンは各 1 社である。
また、産業別では、電機電子 10 社、自動車 6 社、医薬 3 社、化学 1 社である。 
 また、表 4-1 の右表（4-1-2）に発展途上国、東南アジア、ヨーロッパ、CIS 諸国の R&D
経費と世界ランキングでの順位を示している。国別では、韓国 8 社、台湾 4 社、中国 2
社、バミューダ 2 社、ブラジル 2 社、クロアチア 1 社、南アフリカ 1 社となっている。 
表4-1　The top 20 firms by R&D expenditure （Millions of dollars)
4-1-1 World M$ 4-1-2 Develpping economies,S-East Europe & CIS
World Corporation Home R&D World Corporation Home R&D
rank Economy spending rank Economy spending
1 Ford Morter United States 6,841 33 Samsung Electronics Korea 2,740
2 Pfizer United States 6,504 95 Hyundai Moter Korea 734
3 Daimler Chrisler Germany 6,409 110 LG Electronics Korea 612
4 Siemence Germany 6,340 178 Taiwan Semiconnductor Taiwan 342
5 Toyota Moter Japan 5,688 219 PetroChina China 265
6 General Moter United States 5,199 255 Accunture Bermuda 228
7 Matsushita Electric Japan 4,929 258 Korea Electric Power Korea 227
8 Volkswagen Germany 4,763 267 KT Korea 219
9 IBM United States 4,614 298 Marvell Technology Bermuda 197
10 Nokia Finland 4,577 300 POSCO Korea 196
11 GlaxoSmithKline United Kingdom 4,557 317 Petroleo Brasileiro Brazil 183
12 Johnson & Johnson United States 4,272 328 SK Telecom Korea 172
13 Microsoft United States 4,249 337 China Petroleum & Chemical China 167
14 Intel United States 3,977 348 Winbond Electronics Taiwan 158
15 Sony Japan 3,771 349 Embraer Brazil 158
16 Honda Moter Japan 3,718 350 United Microelectronics Taiwan 157
17 Ericson Sweden 3,715 486 Pliva Croatia 99
18 Roche Switzerland 3,515 516 Sasol South Africa 91
19 Motorola United States 3,439 518 AU Optronics Taiwan 91
20 Novartis Switzerland 3,426 585 Hyundai Heavy Industries Korea 77
Source UNCTAD(World Investment Report 2005 p.120), based on United Kingdom, DTI 2004  
 
（2）モトローラ社 R&D の世界展開 
 モトローラ社は、表 4-1 の左表（4-1-1）に示すように R&D 経費支出の多い順に世界で
19 番目の会社である。また、表 4-2 のように 2004 年末で、モトローラ社の 100 人以上の
 44 
 
R&D 技術者のいる R&D センターは 19 カ国に及んでいる。R&D のある国の数は、北米
で 2、EU15 カ国で 6、ポーランドで 1、先進国で 3、ブラジル、中国、インド、韓国、マ
レーシア、シンガポールの発展途上国で 6、ロシア 1 の計 19 カ国である。 
 モトローラ社の最初の海外








 また、多くの R&D センターは
研究というよりはむしろ商品開
発 R&D が中心であった。 
 研究開発 R&D は、先進国であ
る米国、英国、イスラエルの 3 カ
国と発展途上国のインドと中国













第 1 位は、売上の 52％を占める携
帯電話（Mobile Devices）である。
携帯電話の世界シェアは、2007 年
度は 13.9％で第 3 位である（第 1
位はノキアで 38.3%、第 2 位は三星
電子で 14.1%）。永らく 2 位が定位
置であったが、最近は、2007 年にヒット商品が出ないこともあって 2007 年度に 3 位に転
落した。2008 年末現在では、1 位ノキア、2 位サムソン電子、3 位 LG、4 位ソニー・エ
リクソン、5 位モトローラ社と更に後退している 2)。 
　　表4-2　Motrola's R&D network 2004
国 設立 R&D人員 比率 全人員
established employee intensity (推定）
1 HQ(USA) 1929 12,600 42% 30,000
2 Canada 1950 230 33% 697
3 Brazil 1990 160 7% 2,286
4 Japan 1960 130 7% 1,857
5 Korea 1990 450 45% 1,000
6 China 1990 1,300 12% 10,833
7 Malaysia 1970 550 7% 7,857
8 Singapore 1970 430 20% 2,150
9 India 1990 1,350 64% 2,109
10 Australia 1970 230 39% 590
11 Rosia 1990 240 60% 400
12 Denmark 1990 130 52% 250
13 Poland 1990 300 75% 400
14 Ireland 1980 370 74% 500
15 UK 1950 700 19% 3,684
16 Germany 1960 200 7% 2,857
17 France 1960 300 60% 500
18 Spain 1980 120 40% 300
19 Israel 1960 900 28% 3,214
Total 20,690 ─ 71,485
出典：UNCTAD(World Investment Report 2005 p.144)
,baseed on information and data provided by Motorola
但し、全人員はR&D人員÷比率で筆者が計算
M$
Busines segment ％ Consolidated
Net sales
1 Mobile Devices 52% 19,043
2 Home & Networks Mobility 21% 7,691
3 Enterprise Mobility Solutions 27% 9,888
Total 100% 36,622
Source:Motorola Corporate Responsibility Report 2007,p.3
注）連結の売上は未公表。Net salesの数字を使用。
表4-3　Consolidated net sales by bussiness segment
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 企業向けのトランシーバー（Enterprise Mobility Solutions）事業分野は、全社の売上
の 27％を占めており、第 2 位である。その中には、ペナン工場の主力商品であるトラン
シーバ （ーWalkie-Talkie、Two-way Radio）と iDEN（携帯、トランシーバー、ポケベル、
データ通信の 4 in 1）等が含まれている。 
 事業分野別売上の第 3 位は家庭用ネットワ




 また、市場別売上高を表 4-4 に示す。全売







 モトローラ社の全世界の従業員は、2007 年は 66,000 人である。2004 年の 71,486 人に





1 North America 40% 26,400 30,697 4,297
2 Asia Pacific 33% 21,780 26,397 4,617
3 Europe, Middle East and Africa 17% 11,220 12,106 886
4 Latin America 10% 6,600 2,286 -4,314
Total 100% 66,000 71,486 5,486
Source：2004:表2、2007:Motorola Corporate Responsibility Report 2007,p.3
表4-5　Employees by region 
 
 その主な要因は、① 北米の 4,297 人分とヨーロッパの 886 人分の業務はメキシコに移
管、② アジアの 4617 人分はサブコン 3)に仕事が移された。つまり、米国の高級機の生産
をマレーシアに移管し、マレーシアの普及機は、当初中国に移管予定が中止となり、サブ
コンに移管された（Mr.Kok D)にインタビューの結果 4)）。 
 
3 モトローラ・ペナン R&D 
 
 モトローラ社ペナンは、トランシーバー（Walkie-Talkie、Two-way Radio）と iDEN
（携帯、トランシーバー、ポケベル、データ通信の 4 in 1）を生産している。設計は、
2003 年ごろはトランシーバーのみであったが、現在は iDEN の製品開発 R&D を米国
から移管した。 
 全世界のトランシーバーと iDEN の設計技術者は約 3,000 人である。モトローラ社ペ
M$
Region ％ Net sales
1 United States 51% 18,677
2 Europe 13% 4,761
3 Latin America 12% 4,395
4 Asia exc. China 9% 3,296
5 China 7% 2,564




表4-4　Market sales by region
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ナンは、全体の約 1/3 の 985 人の技術者を擁している。マレーシア以外では、米国と
EU に 1,800 人、中国(ソフト設計）に 200 人の計 2,000 人が在籍している。 
 
（1）R&D の人員推移（R&D 技術者 3 倍増） 
 R&D の人員推移を図 4-1 に示す。モトローラ社からの聞き取り調査での結果である。
R&D の人員は、設立当初の 1975 年で 30 人であった。そして、25 年経った 2000 年でも
100 人であり、その間に僅か 70 人しか増加しかしていない。しかし、2003 年には 200 人、























（2）2004 年～2005 年の技術者 200 人増 B) 
 モトローラ社の技術者は 2004 年 5 月には 350 人であったが、2005 年 8 月には 550 人

























 求人・採用は、一般的な新聞広告やインターネット求人会社（Job Street 等）による方
法に加えて、社員による紹介が特徴的である。紹介された技術者が採用になると、紹介し
た社員には 750 リンギ（22,500 円）が支払われる。 
 新卒社員や途中入社のエンジニア、および途中入社のマネジャー（Manager）が多く、
約 600 人もの新人がいた。彼らにモトローラ R&D の仕事の進め方を教育し、技術者とし
て成果に結びつけることが急務であった。そこで、教育計画（Training Program）を作
って教育を開始した。1 週間に 4～5 時間（1 日弱）のペースで 5 ヶ月間行うこととした。 
 
（3）R&D 技術者の採用政策 
 2011 年 3 月 15 日（火）L)と同年 7 月 25（月）M)のモトローラ社 R&D の訪問調査結果
で下記のことが判った。 
 1）R&D 内の人事部門（Human Resources） 
 R&D 部門内で人事部門（HR）がすべて完結しているのが特徴である。担当する人員は
シニアマネジャー（Senior Manager）の 3 人である（事務処理担当は何人かいると考え
る)。彼らが約 1,000 人の R&D 技術者の人的資源管理を行っている。3 人の主な業務は、










 2-2）書類選考（Document Selection）：①～③は重要度の順（①が重要度が高い） 
（イ）経験者（Experienced Engineer）は、①専門分野（Area of Expertise）、②経験
（Experience）、③大学の成績（CGPA）である。 
（ロ）新卒（New comer）は①大学の成績（CGPA）である。 
















 面接場所は、①ホテル(Walk In Interview)、②大学(USM、UM 等)、③モトローラ社で
ある。 
 4）面接結果の審査と応募者へのオファー 
 人事部門（HR）の 3 人と面接した 2 人の計 5 人で採用の可否と処遇について審査する。
その結果 OK となれば、応募者に処遇（給与等）を明示した採用通知（Offer Letter）を
発行する。 
 5）R&D 技術者の社員昇格と雇用契約 
 採用後 6 ヶ月の見習い期間（Probation）を経て社員昇格する。その時に雇用契約
（Employment Contract）に技術者とモトローラ社がサインする。その内容は、2 年で技
術力を見極めるということである。1 年目、2 年目の終わりにその技術者の能力







 1）初任給・5 年目給与・管理職給与 
 モトローラ社の給与を表 4-6 に示す。次章で詳細を
述べるが、モトローラ社の生産技術等の工場技術者や






 2）R&D と工場の技術者の給与差とその対処策 
 モトローラ社 R&D 技術者の入社 5 年目の給与は
5,000 リンギ 5)で、モトローラ社工場の技術者 3,500






異動する。しかし、使い物になるのは 10 人に 1 人で、ダメな時は工場に戻す。R&D 技術
表4-6　M社  初任給・5年目給与
・管理職給与 単位：リンギ
階 企業 M 社
層 時期 08年 7月
給与 基本給 手当込
初 大 1st Class 2,800 2,800
任 卒 2nd Class 2,600 2,600
給 修士 3,180 3,180
博士 4,400 4,400
5 成 Good 5,500 5,500
年 Normal 5,000 5,000
目 積 Low 4,500 4,500
管 Assistant Mgr. 6k～8k
理 Manager 8～10ｋ 500




5年目 M社 5,000 3,500
給与 日系 3,500 3,500
M社 賃上げ 6%（＋1％） 5%







 入社 5 年目の給与差 1,500 リンギの付け方は表 4-8
の通りである。初任給はどちらも 2,700 リンギである。














 モトローラ社では、技術者の評価を PM（Performance Management）と呼んでいる。
また、ボーナスを IP（Improvement Performance）と名付けている。評価と査定幅を表
4-10 に示す。 











 1）人事部長（2004 年 3 月 5 日）A) 
 インセンティブの 1 位は給与等のお金である。若い技術者には必要であるが、経験の長




 また、モチベーションの向上策としては、① 4 ヵ月毎の個人面接、② チームビルディ
ング（Team Building）（一つのゴールに向かってゆく組織作り）、③ エンジニアリング シ
R&D 工場
給与 M社 5,000 3,500





2 Check Point(1) 4～6月
3 Check Point(2) 7～9月





Outstanding 10% ＞15% A×(1.5～2.0)
Excellent 20% 10～15% A×1.2
So-so 60% 8% A×1.0






ョーケース（Engineering Showcase）（新しい問題が発生した時に報告書を書けば 150 リ
ンギ貰える）④ シェアリング セッション（Sharing Session）（シニアエンジニア（Senior 
Engineer）は業務の 10％位を部下の教育に当てる。実行状況を 4 ヶ月に一回査定される。） 
 








 トップ層（全技術者 350 人×20％=70 人（マネージャー（Manager）を含む））を如何
にうまく処遇するかが組織運営のキーポイントである。 
 解雇は、規律違反の場合はあるが、成績査定が悪い場合はない。しかし、昇給ゼロ、賞
与 0 ヶ月の査定をすると 2～3 ヵ月後に退職する。 
 
（7）大学との交流 
 モトローラ社の新規技術者の出身大学は、人数の多い順に、① USM、② MMU、③


















 表 4-12 は、2008 年 7 月のモトローラ社技術者の人種比率を示している。華人比率は
72.2％である。日系 R&D の華人比率は、48.9％（2008 年調査、表 3-2）であるので、モ
トローラ社は 1.5 倍位高い。 
Engineers staff % staff % staff %
1 Local Staff 985 98.8% 347 99.1% 297 84.9%
2 from US 12 1.2% 3 0.9% 3 0.9%
3 G Total 997 100.0% 350 100.0% 300 100.0%
出所：モトローラMs.Azianとのインタビューにもとづき筆者作成
表4-11  Ratio of US engineers















 モトローラ社は米国を含む 19 カ国に R&D 部門を持っており、2004 年のその技術者総
数は 20,600 人である。そのうち米国は 12,600 人（61％）、海外は 8,090 人（39％）であ
る。モトローラ社ペナンの R&D 部門は、2004 年で 550 人、2008 年では約 1,000 人の技
術者を擁している。そのうち本国人（アメリカ人）技術者は、わずか 12 人で 1.2%である。
日系の 10 社の 8.6%に比べるとローカル化は大きく進んでいる。このマレーシアの 1,000
人が、高級・普及トランシーバーの製品開発を 100％マレーシアで行っている。R&D の
棲み分けは、プラットフォーム開発は米国、製品開発はマレーシア、である。また、製品





















race staff % Note
1 Malaｙsian Malay 176 17.9%
2 Chinese Malay 711 72.2%
3 Indian Malay 78 7.9%
4 Others 20 2.0% from India and Singapore
5 Total 985 100%
出所：モトローラ社インタビュー（17/July/2008）







 筆者は、モトローラ社を 13 回訪問した。日時、氏名を下記する。R&D（委）回数とは 
JACTIM R&D 委員会の開催回数である。 
 
   日 時              氏 名           R&D(委)回数 
A）04.3.5（金）16:00-17:15 Mr. Md Kamaldin Bin Nordin（S-Manager） 旧第 3 回 
B）04.5.31（金）13:25～14:45 Mr.Teo Tek Bing（Senior Manager）    旧第 5 回 
C）05.8.3（金）14:00～15:10 Mr.Teo Tek Bing（Director）   JACTM ペナン講演会 
D）07.12.14（金）13:30～14:35 Mr.Kok Gee Siong（Senior Manager）   第 20 回 
E）08.07.17.（木）13:20-14:50 Ms.Wahab Noor Azian（Senior Manager）  第 23 回 
F）08.12.8.（木）11:00～12:00 Ms.Wahab Noor Azian（Senior Manager）  第 25 回 
G）09.7.9.（木）9:45～10:10  Mr.Teo Tek Bing（Director）        第 27 回 
H）08.7.9.（木）11:00～12:00 Ms.Wahab Noor Azian（Senior Manager）  第 27 回 
I）10.12.16.（木）10:30～11:35 Mr.Ong Kheok Chin（Director）      第 29 回 
J）10.4.13.（火）10:20～11:00 Mr.Ong Kheok Chin（Director）      第 30 回 
K）10.12.22.（火）10:00～11:00 Mr.Ong Kheok Chin（Director）     第 33 回 
L）11.3.15.（火）11:00～12:05 Mr.Ong Kheok Chin（Director）      第 34 回 
M）11.7.25.（月）14:45～15:25 Mr.Teo Tek Bing（Director）       第 35 回 
 
【注】 
1）モトローラ本社の英文名は Motorola Inc。2011 年 1 月 4 日 Motorola Inc は次の 2 社に分割された。
①Motorola Solution Inc：生産販売製品は政府、企業向けのトランシーバー、バーコードリーダー。 
②Mtorola Mobility Inc：生産販売商品はコンシューマ向けの携帯電話、セットトップボックス。 
2）部品メ―カーT 社のインタビュー（2008 年 12 月 18 日）。 
3）subcontractor の略。下請け。 
4）「6 訪問日時と面談者」の A)~M）のうちの D)の Mr.Kok にインタビューの結果。以降はこの説明
を省略。 
5）RM（リンギ・マレーシア）はマレーシアの通貨単位である。リンギと呼ぶのが一般的である。1 リ











第五章 日系・外資系企業 R&D 部門の採用政策・処遇比較 
 
1 はじめに 






2 R&D 部門の本国人比率比較 





日系 11 社は、日本人比率が 8.7%
と 5 年前（2003 年）の 11.4%に
比べ 2.7%の減少で、やや改善し
ている。しかし、モトローラ社は、日系 11 社に比べると比率で約 7 倍と大きな差がある。 
 モトローラ社は、5 年前に比べ技術者は約 3 倍に増えたにも拘らず、技術者のローカル
化が進められており、本国人技術者が 1.2％と、いないに等しい。一方日系 11 社は、2003
年と同様 10％弱の日本人が管理と基本設計を行っており、ローカル化が進んでいない。 
 
3 R&D 部門の組織 
 
（1）日系・外資系 R&D の組織概念図 














項目 外資 系 日 系
モトローラ社 モトローラ社 日系11社 日系11社
調査年月 2008年7月 2003年3月 2008年7月 2003年
総数 997 350 1,110 1,148
本国人 12 3 97 131


























資系のトップ 10％の技術者は企業への忠誠心が、日系 R&D の日本人よりも数段高い。ま
た仕事を与える方も、受ける側もローカル同士で風通しが良くモチベーションの向上につ
ながっている。」と述べている（2004 年 5 月 31 日（金）モトローラ社、Mr.Teo（Senior 
Manager））。その違いは次の通りである。①日系 R&D は日本人に置き換わるような技術
者を採用出来ていない、②外資系 R&D は、本国人技術者に置き換わるローカル技術者を
採用している、の 2 点である。この 2 つを分ける要因は、「技術者の処遇」と「採用政策」
の違いである。 
 この組織概念図の上位 10％の技術者をトップ 10％、下位 10％の技術者をボトム 10％
と呼ぶこととにする。日本における日本人のみの R&D でも「トップ 10％の技術者が優秀
であると、ヒット商品が生まれる。」と日系 R&D の部門長は述べている。 
 
（2）モトローラ社ペナンの R&D 組織 
 モトローラ社の 2008 年 7 月現在の組織図を図 5-2 に示す。モトローラ社ペナン R&D
の組織は下から 3 段目の米国人 Russ Lund（シニアダイレクター（Senior Director））か






















（1）日系・外資系 R&D と大学との採用をめぐる関係 
 日系・外資系の R&D と 7 大学での聞取り調査結果をまとめたのが表 5-2 である。企業
は社長（MD）か R&D 部門長、大学は学部長、学科長を訪問しインタビューした。表 5-2
上段の「処遇」欄では項目の上から順に、① 大卒入社 5～6 年の優秀者の処遇は前記の
 Greg Brown 
President & Co-CEO 
Gene Delaney 
Enterprise Mobility Mobile Device 
Marketing International Biz Bob Epson Groval Engineering Sales Quality 
Home & Network 
Mobility 




③  BTS 
Nickie Petromtos 
①  PCR 
Jens 




Penang 1,000 人 
China 
Software Energy＋Acc 
PB Teo Director to ①
Product 300 人 
Dr.Hari Director to ②
Product 100 人 
KC Ong Director to ③
Product+System 60
Daniel Direc. to Brion 
Support 30 人 
Michael Director to① 
Software 200 人 
10 グループ 
Manager 10 人 
他の Director も PB Teo と同じ様に、部下の Manager を持っている。to は Report to のことである。 
上記以外に Russ Lund 直轄で、部下を持っている Senior Manger が何人かいる。 




通りの外資系で 5,000 リンギ、日系で 3,500 リンギである。② 外資系技術者の給与昇給
および賞与の査定幅も日系に比べて幅が広い。 














 どの項目を取っても、日系と外資系の違いは大きい。日系 R&D は「全く参加していな
い、実施していない。」である。外資系 R&D は、大学からの優秀な学生（技術者）を採
用するため、ほとんどの項目を実行している。 
 奨学金は日系企業で実施している会社は少ない。MMU のチュア元副学長も「6,000 リ
ンギで優秀な学生（技術者）を確保出来たら安いもの」と言っていた。 
 奨学金 6,000 リンギは授業料 3,000 リンギと食費 3,000 リンギ（月 250 リンギ×12 ヶ月）
の合計額である。寮費は無料なので衣服代を工面するだけで 2 年間の学生生活ができる。 
 奨学金を支給した学生には、モトローラ社での 3 年次の工場実習と 4 年次の卒業研究を
義務付けている。 
 本論文の第六章で、日系 R&D 部門が何故上記①～⑥（表 5-2 の下段の「大学との関係」
の 6 項目）を何故実施しないのかを、アンケート調査を行い明らかにする。 
 
（2）モトローラ・ペナン R&D の優秀な学生採用 







大学で 4 ヶ月、企業で 3 ヶ月、そし
てまた大学に戻っての 4 ヶ月の卒業
研究がある。奨学金を与えた学生には











項目 内容  大学での聞取り 　　R&Dでの聞取り
外資系 日系 外資系 日系
処 給与水準 入社5～6年の優秀者 RM5,000 少い RM5,000 RM3,500
遇 給与の査定 平均5%、最小～最大 0～20％ NA 0～20％ 4.5～5.5％
賞与の査定 平均2ヶ月 NA NA 0～4ヶ月 1.8～2.2ヶ月
大 奨学金 RM6,000/年 ○ × ○ ×
学 工場実習 10週間、3年次 ○ × ○ ×
と 卒業研究 3ヶ月/於企業、4年次 ○ × ○ ×
の Career Fair 就職説明会 ○ × ○ ×
関 大学との交流 企業⇔大学の訪問 ○ × ○ ×






 この 10 週間（2 ヶ月半）と 3 ヶ月の合計 5 ヶ月半の期間で、モトローラ社は、学生の
①実験の段取りや進め方、②実験レポートのまとめ方、③将来に向けての考察、を通して
入社後に技術者が技術力を発揮できるかをじっくりチェックできる。 
 図 5-3 に示すように、学校の成績（CGPA 値）が良いことが、必ずしも商品開発 R&D
での技術力発揮（企業での仕事の成果（Output）が良い）とは連動しないので、その見
極めのための 5 ヶ月半である。採用の 1/3 は、このように予め目星を付けた学生である。
彼らを 3～4 年の 2 年間にわたり人物を見極めて、将来トップ 10％になる幹部候補生とし
て採用している。 
 
（3）日系 R&D の技術者募集 




 モトローラ社での技術者採用の比率は奨学金方式 30％、従来方式で新卒採用 20％、約
50％は既卒採用（他社引抜き等）である。 













 1）CGPA とは 
 CGPA は、Cumulate Grade Point Average の頭文字である。日本語では成績の累積点
数の平均値である。マレーシアでは授業の各科目の A～F の評価を下表のように 4.0～0
点の点数で表す。具体的には優の場合は 4.0 点、落第（不可）の場合 0 点である。計算例
を示す。  5 科目を各 1 単位とし、そのランクが A、B+、B－、C、B とする。
4.0+3.3+2.7+2.0+3.0=15.0 点、15.0 点÷5 科目=3.0 点となり CGPA 値は 3.0 である。上記




 大学 4 年間の成績は次の通り。大学 4 年間の総単位数は 120～140 単位位が一般的であ
 57 
 
る。CGPA 値＝（Σ 各教科の評価×各教科の単位数）÷総単位数となる。 
 
 2）学校の成績 CGPA 値の信頼性 











学は SPM5)、大学予備教育は STPM（Sijil Tinggi Pelsekolahan Malaysia：英語では
Malaysia Higher School Certificate）と呼ばれている。 
 ここでは、6 年間の STPM 物理の試験を例にして、テストの問題点を説明する。1999
年～2004 年の 6 年間における物理の STPM 試験問題を分析したのが表 5-4 である。 
 (出所：PEAR Longman「6-YEAR SERIES STPM 
PHYSICS」）1999 年～2000 年の 2 年間は 5 択式（選
択式を paper1 と呼んでいる）が 60 問題、記述式
（paper2）が 10 問と計 70 問題である。4 択式の比
率は 86％である。2001 年～2004 年の 4 年間は 4
択式（paper1）が 60 問題、記述式（paper2）が











 2008 年７月に行ったモトローラ社の面談で得た賃金データと 2008 年 10 月～11 月に行 




年度 選択式 記述式 合計 四択 選択
Paper1 Paper2 比率
1999 60 10 70 86% 5択
2000 60 10 70 86% 5択
2001 50 14 64 78% 4択
2002 50 14 64 78% 4択
2003 50 14 64 78% 4択
2004 50 14 64 78% 4択
出所：PEAR Longman
「6-YEAR SERIES STPM PHYSICS」
表5-4　STPM 物理
ランク 点数 　　　　　　　　　　　　評価
A、A- 4.0、3.7 Excellent 優
B+、B、B- 3.3、3.0、2.7 Good 良
C+、C、C- 2.3、2.0、1.7 Fair、Passing、Satisfactory、Average 可
D+、D 1.3、1.0 Below Average 可






 大卒初任給のモトローラ社と日系の差は、大卒の 1st Class7)が 308 リンギ、2nd Class
は 128 リンギで、モトローラ社がそれぞれ 12％と 5％高い。この 5％程度の差では、日系
企業に入社しない理由とはならないと考える。また、修士卒の差は、モトローラ社が 527







 入社 5 年目の給与のモトローラ社と日系の差は、成績の優秀者（Good）が 1,820 リン
ギ（49％）高く、普通者（Normal）が 1,722 リンギ（53％）高い。成績が低い者（Low）
でも、1,488 リンギ（49％）高い。給与水準では、日系と大きな差がある。 
 2011 年 3 月 15 日にモトローラ社ダイレク
ター（Director）の Mr.Ong にインタビューの
結果を表 5-6 に示す。モトローラ社は入社 5
年目の R&D 技術者は 5,000 リンギ、工場技術
者は 3,500 リンギと大きな差を付けている。
日系企業は入社 5 年目の R&D 技術者は 3,500
リンギで、工場技術者も 3,500 リンギで同じ
である。言い換えれば、モトローラ社は R&D 技術者だけを特別に 1,500 リンギをプラス
している。日系 R&D は 1,500 リンギのアップはなく、平等に扱っている。モトローラ社
の R&D 技術者の技術力は高い。従って工場技術者で 1,500 リンギの格差に苦情を言うも
のは、すぐに R&D に連れて来るが、R&D で技術者として使い物になるのは 10 人に 1 人
ぐらいとのことである。この 1,500 リンギの格差の原資は賃上げ＋1％と査定の幅を 3％
広げて生み出している。 
単位：リンギ
階 企業 M 社 日 系  A社と日系の差
層 時期 08年 7月 03年 3月 08年 10月 05年 8月 最新データ比較
給与 基本給 手当込 基本給 手当込 基本給 手当込 基本給 手当込 基本給 手当込
初 大 1st Class 2,800 2,800 2,700 2,180 2,474 1,995 2,207 620 326
任 卒 2nd Class 2,600 2,600 2,400 2,237 2,531 1,995 2,207 363 69
給 修士 3,180 3,180 2,434 2,774 2,404 2,659 746 406
博士 4,400 4,400
5 成 Good 5,500 5,500 3,211 3,728 2,289 1,772
年 Normal 5,000 5,000 2,884 3,321 2,116 1,679
目 積 Low 4,500 4,500 2,600 2,989 1,900 1,511
管 Assistant Mgr. 6k～8k 4,325 5,085 4,589 2k～3k
理 Manager 8～10ｋ 500 6,304 7,315 6,033 1～3ｋ





5年目 M社 5,000リンギ 3,500リンギ
給与 日系 3,500リンギ 3,500リンギ
M社 賃上げ 6%（＋1％） 5%







ント マネージャー（Assistant Manager）で 20～60％、マネージャー（Manager）で 7































 外資系 R&D の場合、入社 5 年目の技術者の給与が、日系 R&D の約 1.5 倍である。こ

















































 R&D技術者の処遇ではモトローラ社 R&Dの入社 5年目の給与が 5,000リンギに対し、
日系 R&D、日系工場、モトローラ社工場の技術者は 3,500 リンギである。これでは優秀
な技術者は日系 R&D に来ないのは当然と考えられる。 
 
8 インプリケーション 
 日系 R&D において、小結で述べたような問題点を解決する方法について図 5-6 で示す
方法を提案する。採用時と入社後の二つがあるがやり方は同じである。 
 入社 5 年目の技術者を例に説明する。トップ 10％に入っている優秀な技術者に対し、




 1 年後に目標を達成し成果が上がっていれば＋1,500 リンギは継続する。図 5-6 の右上
に向いた「成果ありの矢印」の方向となり、給与は 5,000 リンギ＋定期的な昇給となる。
高 7 4 1
管理力 8 5 2









給与は 3,500 リンギ＋定期的な昇給となる。 





















1）Job Street が著名。 
2）JACTIM R&D 小委員会での意見。 
3）小学校の卒業試験。マレー語 Ujiian Penilaian Sekolah Renda の略。小学校は 6 年間で日本と同じ。 
4）下級中学校の卒業試験。マレー語 Penilaian Menengah Renda の略。日本の中学と同じ 3 年制。 
































第六章 在マレーシア日系企業 R&D 部門の改善課題 
 
1 はじめに 
 本章の目的は次の通りである。第三章～第四章で、マレーシアの日系 R&D 部門の技術
者のローカル化が何故進まないか。また、その要因は何か。これらをアンケート調査や聞
き取り調査で解明してきた。また前章で分析したように、日系 R&D は約 10％の日本人が
基本設計とマネジメントをおこない、外資系の本国人 1％という水準と比較して、ローカ






を行った。そのうえで、4 回のアンケートを行った。その 4 回とは、第 1 回アンケート「日
系 R&D が良い技術者を採用するには」❷、第 2 回アンケート「格差ある処遇の導入状況」
❸、第 3 回アンケート「総論賛成、各論実行せずの要因」❹、最後のアンケート「国際経
営戦略の視点から」❺である。本章では 5 回のアンケートを行った。アンケートのタイト
ルの後の❶～❺の数字は、アンケートの 5 回を明確にするために付け加えた。 
 筆者は、マレーシア日本人商工会議所（JACTIM）の経営委員会傘下の R&D 小委員会
に出席のためマレーシアを年 4 回訪問した。まず、この小委員会でアンケートを実施した。
また、その委員会の前後約 1 週間に、日系・外資系企業、大使館をはじめとする日本の公
的機関の出先、その他を訪問し社長、R&D 部門長、R&D 技術者と、それに加え R&D に
近い間接部門の非技術者とも面談した。訪問社数は 1 日 6 社×5 日≒約 30 社で、面談者




















 表 6-1 の「質問票」を用いアンケート調査を行った。2010 年 7 月 11 日～19 日にマレ 
ーシアの R&D 技術者 20 人とその関係者 10 人の合計 30 人に面談し、「R&D 技術者のロ
ーカル化」の定義（表 6-1 の＊印参照）を説明した後、回答を得た。その定義とは「日本




メリットあり』5,4 と答えた方にお伺いします」で、メリットの質問 Q1～Q6 に 5 段階（5
そう思う～1 そう思わない）と重要な課題の回答を求めた。反対の回答者には、設問 3「Q1
で『ローカル化のメリットはない』2,1 と答えた方にお伺いします」で、デメリットの質








































そう ややそ どちら あまり そう思
思う う思う ともい そう思 わない
えない わない
Q1 日本人技術者のローカル化はメリットがある。 5 4 3 2 1
2 Q1で「ローカル化にメリットあり」5,4と答えた方にお伺いします。
まず、当てはまる番号に○を一つ付けて下さい。
次に「非常に重要と思われる項目」について、○を一つお付け下さい。 そう ややそ どちら あまり そう思 非常に重要
あなたのご意見を記入下さい 思う う思う ともい そう思 わない と思われる
えない わない 項目に○印
Q1 ローカル技術者のトップ10％入りで、モチベーション向上が図れる 5 4 3 2 1
Q2 優秀なローカル技術者の定着が図れる 5 4 3 2 1
Q3 R&D技術者の評価・報酬制度の世界統一の第一歩となる。 5 4 3 2 1
Q4 優秀なローカル技術者の採用につながる 5 4 3 2 1
Q5 現地日本人技術者の負担軽減が出来る 5 4 3 2 1




次に「非常に重要と思われる項目」について、○を一つお付け下さい。 そう ややそ どちら あまり そう思 非常に重要
思う う思う ともい そう思 わない と思われる
えない わない 項目に○印
Q1 日本側の考えや意向が現地に伝わりにくくなる。 5 4 3 2 1
Q2 本社側の発想が中央集中グローバル型であり、この枠から抜けるのが難しい。 5 4 3 2 1
Q3 外資系と同レベルまでの賃金水準アップや格差ある賃金体系導入が難しい。 5 4 3 2 1
Q4 優秀な技術者を採用する体制がないので、ローカル化は難しい。 5 4 3 2 1















 1）設問 1（日本人技術者ローカル化はメリットがある。）について 


























































 重要な項目（表 6-1 のアンケートの「非常に重要と思われる項目に○印」）の調査結果
を表 6-3 に示す。表 6-1 のアンケ






Q2、Q5 の何れもが技術者の「5+4 比率」の 1～3 位と同じである。 
 



















 5＋4 比率の調査結果で、1 位は、「Q4：優秀なローカル技術者の採用につながる」で
Q1 Q2 Q3 Q4 Q5 Q6
技術者 94.1% 70.6% 11.8% 70.6% 70.6% 47.1%
非技術者 80.0% 80.0% 40.0% 90.0% 60.0% 60.0%
全員 88.9% 74.1% 22.2% 77.8% 66.7% 51.9%
出所：表6-1のアンケート結果にもとづき筆者作成
表6-2　(設問2)　5+4比率
Q1 Q2 Q3 Q4 Q5 Q6
技術者 28.6% 28.6% 7.1% 7.1% 28.6% 0%
非技術者 57% 14% 14% 0% 14% 0%






が図れる」で 80.0％である。同率 2 位は、「Q2：優秀なローカル技術者の定着が図れる」
で 80.0％である。 
 重要な項目の調査結果で、1 位は、「Q1：ローカル技術者のトップ 10％入りで、モチベ
































せ的な技術を必要とする。日系 R&D では、トップ 10％の日本人ががこの役割を果たして





 3）設問 3（設問 1 で「ローカル化にメリットあり」で否定的な回答者への設問）につ
いての分析 
 この設問 3 は、ローカル化にメリットがないと回答した人に対するアンケートである。
回答者は技術の 3 人のみである。その比率は全体の 10％、技術者の 15％である。非技術
者はゼロである 
 3-1）5＋4 比率 






現状では難しい」で 66.7%である。同じく 2 位は、「Q2：本社側の発想が中央集中グロー
バル型であり、この枠から抜けるのが難しい」で 66.7%である。 
 
 3-2）重要な項目（表 6-5） 









ので、日本人が少しはマレーシアにいた方がやりやすい」の 1 点のみである。 
 
 3-4）5＋4 比率、重要な項目、ご意見、のまとめ 












Q1 Q2 Q3 Q4 Q5
技術者 100.0% 66.7% 33.3% 33.3% 66.7%
出所：表6-1のアンケート結果にもとづき筆者作成
表6-4　(設問3）　5+4比率
Q1 Q2 Q3 Q4 Q5











 一方、「メリットあり」と回答した技術者でも設問 3 の「Q1：日本側の考えや意向が現
地に伝わりにくくなる」は問題点として抱えていると分析する。従って、デメリット設問
である設問 3 の Q1～Q5 の克服が大きな課題である。 
















































































（優秀な技術者＝日本人に置換わる技術者） そう ややそ どちら あまり そう思 非常に重要
思う う思う ともい そう思 わない と思われる
えない わない 項目に○印
Q1 格差のある賃金体系を導入しないと優秀な技術者は集まらない 5 4 3 2 1
Q2 格差のある賃金体系を導入しなくても優秀な技術者は集まる 5 4 3 2 1
Q3 優秀な技術者は日系に来ず、格差ある処遇の欧米系に行っている 5 4 3 2 1
Q4  社内に日本人に置換わるレベルの高い技術者がいないので導入不要である 5 4 3 2 1 -
Q5 優秀な技術者には昇給と昇進のペースを速めるべき 5 4 3 2 1
Q6 日本人技術者がいるので優秀なローカル技術者は不要である 5 4 3 2 1
2 R&D部門に格差ある処遇の導入の問題点をお伺いします。　まず当てはまる番号に○を一つ付けて下さい。
次に「重要な課題」と思う項目について、いくつでも○をお付け下さい。
そう ややそ どちら あまり そう思 非常に重要
思う う思う ともい そう思 わない と思われる
えない わない 項目に○印
Q1 格差ある処遇を導入する時には日本の親会社の承認が必要である 5 4 3 2 1
Q2  格差ある処遇を導入する時と組合との協議が必要となる 5 4 3 2 1 -
Q3 格差ある処遇を導入すると生産部門からのクレームが発生する 5 4 3 2 1
Q4 格差ある処遇は日本式経営の文化に合わない 5 4 3 2 1
Q5 優秀でない人の解雇をする場合、日系企業には法的な体制がなく難しい 5 4 3 2 1
3 日本語によるR&D部門の経営についてお伺いします。　まず当てはまる番号に○を一つつけて下さい。
次に「重要な課題」と思う項目について、いくつでも○をお付け下さい。
そう ややそ どちら あまり そう思 非常に重要
思う う思う ともい そう思 わない と思われる
えない わない 項目に○印
Q1 日本語によるR&D部門の経営は優秀な技術者確保の弊害となっている 5 4 3 2 1
Q2 肝心な問題の決定は日本語で行われている 5 4 3 2 1
Q3 日本からの非定型的な連絡（E-Mail、電話、FAX)は日本語である 5 4 3 2 1
Q4 日本からの定型的な連絡（E-Mail、電話、FAX)は英語である 5 4 3 2 1
Q5 会議でローカルが加わると会話は英語になる 5 4 3 2 1
4 大学との交流についてについてお伺いします。　まず当てはまる番号に○を一つつけて下さい。
次に「重要な課題」と思う項目について、いくつでも○をお付け下さい。
そう ややそ どちら あまり そう思 非常に重要
思う う思う ともい そう思 わない と思われる
えない わない 項目に○印
Q1 大学との人的な交流は拡大すべきである 5 4 3 2 1
Q2 就職フェアで大学から優秀な技術者の採用は可能になる 5 4 3 2 1
Q3 奨学金制度を導入すべきである 5 4 3 2 1





 2007 年 3 月 26 日（月）～3 月 30 日（金）にシンガポールの企業に所属する 3 人、マ





（3）設問 1：「R&D 部門に格差ある処遇の導入について」 
 
 1）アンケート結果 
 アンケート結果を表 6-7 と円グラフ（図 6-4～6-8）に示す。 
 
 2）アンケート結果と分析（「5＋4 比率」） 
 
 アンケート結果の 1 位は、「Q5：優秀な技術者には昇給と昇進のペースを速めるべき」





る。そう思う 14.8％、ややそう思う 48.1％の計 62.9％が肯定的である 
 4 位は、「Q2：格差のある賃金体系を導入しなくても優秀な技術者は集まる」は、そう
思わない 23.1％、あまりそう思わない 65.4％の 88.5％が否定的である。格差ある賃金の
導入が必要と考えている。Q1 の反対の質問であるので Q2 は当然の結果と考える。 
 5 位は、「Q6：日本人技術者がいるので優秀なローカル技術者は不要である」である。 






Q1 Q2 Q3 Q5 Q6 重要課題
5そう思う 10 37.0% 0 0.0% 4 14.8% 18 66.7% 0 0.0% Q6 0 0.0%
4ややそう思う 16 59.3% 1 3.8% 13 48.1% 9 33.3% 0 0.0% Q5 15 60.0%
3どちらともいえない 1 3.7% 2 7.7% 8 29.6% 0 0.0% 2 7.4% Q3 2 8.0%
2あまりそう思わない 0 0.0% 17 65.4% 2 7.4% 0 0.0% 6 22.2% Q2 0 0.0%
1そう思わない 0 0.0% 6 23.1% 0 0.0% 0 0.0% 19 70.4% Q1 8 32.0%
計 27 100% 26 100% 27 100% 27 100% 27 100% 25 100%














 アンケート結果を図 6-9 に示す。「Q5：優秀な技術者には昇給と昇進のペースを速める






















































い」が 32％で 2 位である。 
 
 4）設問 1「格差ある処遇の導入について」のまとめ 



















 筆者は、本論文で「何故 R&D がうまくいっていないか」を「製品開発 R&D」に焦点
を当てて、その要因を解明しようとしているのである。 
 
（4）設問 2：「R&D 部門に格差ある処遇の導入の問題点について」 
 
 1）アンケート結果 




Q1 Q2 Q3 Q4 Q5 重要課題
5そう思う 2 7.4% 5 20.0% 1 3.8% 9 33.3% Q6 0 0.0%
4ややそう思う 12 44.4% 11 44.0% 7 26.9% 11 40.7% Q5 15 60.0%
3どちらともいえない 1 3.7% 6 24.0% 3 11.5% 2 7.4% Q3 2 8.0%
2あまりそう思わない 7 25.9% 3 12.0% 11 42.3% 5 18.5% Q2 0 0.0%
1そう思わない 5 18.5% 0 0.0% 4 15.4% 0 0.0% Q1 8 32.0%
計 27 100% 25 100% 26 100% 27 100% 25 100%






 2）アンケート結果と分析（「5＋4 比率」） 
 アンケート結果の 1 位は、「Q5：優秀でない人の解雇には法的な体制がなく難しい」で
ある。そう思う 33.3％、ややそう思う 40.7％の計 74.1％の回答者が「難しい」と答えて
いる。 
 第 2 位は、「Q3：格差ある処遇を導入すると生産部門からのクレームが発生する」であ
る。そう思う 20.0％、ややそう思う 44.0％で、計 64.06％が生産部門からのクレームを問
題にしている。 
 第 3 位は、「Q1：格差ある処遇を導入する時には日本の親会社の承認が必要である」で
ある。そう思う 7.4％、ややそう思う 44.4％で半分強の計 51.9％が必要と回答している。 





 上記第 1 位の課題「Q5：優秀でない人の解雇には法的な体制がなく難しい」は次ペー
ジにその対策を述べる。 
 上記第 2 位の課題「Q3：格差ある処遇を導入すると生産部門からのクレームが発生す
る」の状況は次の通りである。まず第一に、5 年目の工場技術者自身が「何故、私は 3,500
リンギで、R&D 技術者 5,000 リンギ？」と不満を持つ。そして、工場側のマネジマント
層も R&D との格差ある処遇に平等でないと主張する。日系 R&D はこの状況であるが、
外資系 R&D はそのようなことはない。R&D 技術者の技術レベルが、工場技術者のそれ
に比べて大きな差があるからである。 
 日系 R&D の取るべき対策を述べる。日系 R&D では、優秀な技術者を確保し、離職を
させないために、R&D 部門を別会社とし、建屋も別にするという動きがある。この対策













































 図 6-14 にアンケート結果を示す。「Q5：優秀でない人の解雇には法的な体制がなく難




 4）設問 2「R&D 部門に格差ある処遇の導入の問題点について」のまとめ 
 1 位の課題「Q5：優秀でない人の解雇には法的な体制がなく難しい」についての対策を












































当然のことである。このことは、日系 R&D に優秀な技術者がいないという証左でもある。 
 
（5）設問 3：「日本語による R&D 部門の経営について」 
 
 1）アンケート結果 
 アンケート結果を表 6-9 と円グラフ（図 6-15～図 6-20）に示す。 
 
 2）アンケート結果と分析（「5＋4 比率」） 
 アンケート結果の 1 位は、「Q5：会議でローカルが加わると会話は英語になる」である。
そう思う 56.0％、ややそう思う 36.0％、合わせて 92.0％が「会話は英語になる」と回答
している。 
 2 位は、「Q2：肝心な問題の決定は日本語で行われている」である。そう思う 33.3％、
ややそう思う 58.3％、合わせて 91.6％が「日本語」と回答している。 
 3 位は、「Q3：日本からの非定型的な連絡（E-Mail、電話、FAX）は日本語である」で
ある。そう思う 48％、ややそう思う 40％、合わせて 88％が「日本語で連絡」と回答して
いる。 
 4 位は、「Q4：日本からの定型的な連絡（E-Mail、電話、FAX）は英語である」である。
そう思う 20％、ややそう思う 36％、合わせて 56％が「英語で連絡」と回答している。 
 5 位は、「Q1：日本語による R&D 部門の経営は優秀な技術者確保の弊害となっている」







Q1 Q2 Q3 Q4 重要課題
5そう思う 12 48.0% 1 4.2% 2 8.0% 4 15.4% Q4 1.5 6.8%
4ややそう思う 12 48.0% 16 66.7% 13 52.0% 12 46.2% Q3 1.5 6.8%
3どちらともいえない 1 4.0% 5 20.8% 6 24.0% 4 15.4% Q2 2 9.1%
2あまりそう思わない 0 0.0% 1 4.2% 3 12.0% 5 19.2% Q1 17 77.3%
1そう思わない 0 0.0% 1 4.2% 1 4.0% 1 3.8% 計 22 100%
計 25 100% 24 100% 25 100% 26 100%





















































































 モトローラ社ペナンの製品開発 R&D でのコミュニケーション能力（Communicatin 
Skill）とは英語能力のことである。（Mr.Teo ダイレクター（Diector）） 






 アンケート結果を表 6-10 と円グラフ（図 6-21～図 6-25）に示す。 
 
 2）アンケート結果と分析（「5＋4 比率」） 
 アンケート結果の 1 位は、「Q1：大学との人的な交流は拡大すべきである」である。そ
う思う 48.0％、ややそう思う 48.0％、合わせて 96.0％が「拡大すべき」と回答している。 
 2 位は、「Q2：就職フェアで大学から優秀な技術者の採用は可能になる」である。そう
思う 4.2％と少ない、ややそう思う 66.7％、合わせて 70.9％が肯定的な回答である。 
 3 位は、「Q3：奨学金制度を導入すべきである」である。そう思う 8.0％と少ない。や
やそう思う 52.0％、と合わせて 60.0％が肯定的な回答である。 
 4 位は、「Q4：大学への寄付をすべきである」である。そう思う 15.4％と少ない。やや
そう思う 46.2％、と合わせて 61.6％が肯定的な回答である。 
 
 JACTM キャリアフェアは、2005 年度に 2 大学、2006 年度に 4 大学で開催された。Q2
の「5 そう思う」が 4.2％と低いが、「4 ややそう思う」を加えての「5＋4 比率」では
＜5＋4比率＞ ＜重要課題＞
Q1 Q2 Q3 Q4 重要課題
5そう思う 12 48.0% 1 4.2% 2 8.0% 4 15.4% Q4 1.5 6.8%
4ややそう思う 12 48.0% 16 66.7% 13 52.0% 12 46.2% Q3 1.5 6.8%
3どちらともいえない 1 4.0% 5 20.8% 6 24.0% 4 15.4% Q2 2 9.1%
2あまりそう思わない 0 0.0% 1 4.2% 3 12.0% 5 19.2% Q1 17 77.3%
1そう思わない 0 0.0% 1 4.2% 1 4.0% 1 3.8% 計 22 100%
計 25 100% 24 100% 25 100% 26 100%






70.9％である。このアンケートが 2007 年 7 月に行われ、回答者が就職フェアに参加した
ばかりでありその意義を少しづつ認識し始めたためと推測できる。また、「奨学金」や「大
学への寄付」も「5 そう思う」が低い。しかし、「5＋4 比率」はそれぞれ 60.0％を超え



































































 4）設問 4「大学との交流について」のまとめ 
 「Q1：大学との人的な交流は拡大すべきである」、「Q3：奨学金導入」、「Q4：大学への
寄付」の 3 つは、このアンケートの行われた 2007 年 3 月から 4 年余りが経ったが、実現
していない。 
 在マレーシアの日系 R&D とマレーシアの大学との人的な交流は、自社の人事部門
（Human Resources）のローカルに任せているのが現状である。少なくとも日本人エン






 しかし、日系 R&D の取り組みは低調である。この問題に関しては本社の意向が大きな
要素を占めていると考えられる。 
 
（7）「第 1 回アンケート」のご意見とインタビュー 








































































 2007 年 3 月の第 1 回アンケートで、「格差ある処遇の導入」を導入しないと、優秀な技
術者を採用出来ないと 96.3％の人が回答した。ところが、2007 年 7 月のマレーシア訪問
時に各社を巡問し社長や R&D 部門長に面談したところ、その実行がされていない様なの






























＜第 2 回アンケート質問票＞ 
2007年9月  日                  会社名  ＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 



































































日 時 2007 年 3 月 26 日（月）～3 月 30 日（金） 
場 所 シンガポール企業 3 人、マレーシア企業 21 人、政府機関、大学 3 人の計 27 人を訪
問調査 
方 法 面談者にアンケート用紙を渡し、その場で記入。 
 
§ アンケートまとめ(要約版) 





2 R&D 部門に格差ある処遇の導入の問題点について 
Q1 格差ある処遇を導入時には日本の親会社の承認は半分強の計 51.9％が必要と回答。 
Q3 格差ある処遇を導入すると生産部門からのクレーム発生は、計 66％が問題にしている。 
Q4 格差ある処遇は日本式経営の文化に合わないは、57.7％が否定的である。 
Q5 優秀でない人の解雇には法的な体制がなく難しいは、計 74％が「難しい」と答えている。 
＜重要項目＞ Q5 が 60％と 1 位で、解雇に不慣れな日系 R&D を反映している。2 位は
Q1(32％)。 
 
3 日本語による R&D 部門の経営について 
Q1 日本語による R&D 部門の経営が優秀な技術者確保の弊害である件は、半分強は肯定的。 
Q2 肝心な問題の決定は日本語で行われている。合わせて 91.6％が「日本語」と回答。 
Q3 日本からの非定型的な連絡（E-Mail 等)は日本語である。88％が「日本語で連絡」と回
答。 






Q1 大学との人的な交流は拡大すべきである。合わせて 96％が「拡大すべき」と回答。 
Q2 就職フェア で大学から優秀な技術者の採用は可能になる。70.9％が肯定的な回答である。 
Q3 奨学金制度を導入は そう思う 8.0％、ややそう思う 52.0％、合わせて 60.0％が肯定的。 
Q4 大学への寄付は そう思う 15.4％、ややそう思う 46.2％、合せて 61.6％が肯定的な回答。 














 今後の導入見込みは、導入するが 2 人（12.5％）、導入を検討するが 2 人（12.5％）、徐々
に改善・一部実施・余り変わらず 12 人（75％）である。 
 つまり、第 1 回アンケートでは「格差ある処遇の導入」は 96.3％の人が賛同している

































































主な主張は、日系 R&D は、表 4-7（再掲出、四章と





5年目 M社 5,000 3,500
給与 日系 3,500 3,500
M社 賃上げ 6%（＋1％） 5%







 つまり、第 1 回アンケートでは「格差ある処遇の導入」は 96.3％の人が賛同している




















 外資系 R&D 長、大学の教員、マレーシアに駐在経験のある 2 人にインタビューを実施
した。 
 モトローラ社の R&D 部門長（Mr.Teo）は、「Q1 について。日系の社長や R&D 長は保
守的（Conservative）であるので実行しない。従って、日系 R&D と良い技術者の取り合
いにならず、我々としては大変喜ばしい（We are very happy）。」と言っていた。 














 マレーシアに駐在経験のある A 氏は、「① 着任して 2～3 年で帰るので『次期 MD が改
革を』と後の社長に先送りする。② 2～3 年で成果を出さないと駄目であるが、『R&D の
改革』は人事評価に結び付いていない。（本社の評価項目は、売上・利益等で、R&D の改
革は評価されない）、③ 優秀な MD が来ていない（55 才以上で派遣され、『帰国待ち』の
社長が多い）」と言った。 
 マレーシアに駐在経験のある B 氏は、「① マレーシアの MD が帰国して本社の役員に
なる人は少ない。② 日系企業は中央集権的である。③ 2～3 年で交代するので思い切っ
た（Drastic な）事をやる社長（MD）は少ない。④ R&D 強化の価値を本社（HQ）は評





で、下記の 2 つの提案をしたい。 
1 社長（MD）と R&D 部門長は 45 才で派遣し、少なくとも 10 年は駐在する。 
2 本社（HQ）の評価項目に「R&D の改革」、「R&D の人材育成」を入れる。 
 





















 ⑦日本人赴任者と日本側の英語力不足。キーメンバーと決定権を持つ Manager は日本














































































































































 格差ある処遇の導入について、第 1 回アンケートでは「格差ある賃金体系の導入は必要」
が 96.3%と大半の回答者が必要性を認めている。そこで、第 2 回アンケートでは、格差あ
る処遇の導入状況を調査した。その結果、導入状況に「肯定的」は 2 人（12.5％）、「否定
的」は 12 人（87.5％）となった。つまり、日系企業の R&D 部門が一般論としては賛成
だが、自社の問題としては改善されない、いわば「総論賛成、各論実行せず」の状態が明
らかになった。また、今後の導入見込みは、① 導入する：2 人（12.5％）、② 導入を検
討する：2 人（12.5％）、③ 徐々に改善・一部実施・余り変わらず：12 人（75％）であっ
た。そこで、第 3 回アンケートでは、その原因を究明した。 
 
(2）アンケートの概要と質問票 
 下記の表 6-11「日系 R&D が良い技術者を採用するには」によってアンケートを行った。
アンケートは面談時に同時に記入してもらう方法で行った。また、調査期間は 2008 年 7
月 14 日～10 月 27 日であった。 
 「総論賛成、各論実行せず」（日系企業の R&D 部門が一般論としては賛成だが、自社
の問題としては改善しない、いわば「総論賛成、各論実行せず」の状態のこと。）の原因
の設問項目 Q1～Q7 は日系・外資系 R&D 部門長、大学の教員（MMU、UTM）、日本に
帰国した元マレーシアの責任者二人にインタビューした結果に基づき作成した。回答は「5 



















（優秀な技術者＝日本人に置換わる技術者） そう ややそ どちら あまり そう思 非常に重要
思う う思う ともい そう思 わない と思われる
えない わない 項目に○印
Q1 本社はR&Dの改革を評価しない。（売上、利益、品質、納期のみ評価） 5 4 3 2 1
Q2 現地法人の権限は制約されている。 5 4 3 2 1
Q3 日系企業は多国籍・グローバル企業でない。本社から独立出来ず、本社の方を向いている。 5 4 3 2 1
Q4 外資系企業曰く、日系企業のMD（R&D長）は保守的で改革を実行しない。 5 4 3 2 1
Q5 MDは定年間際に来て、2～3年で帰国するので改革の時間が足りない。 5 4 3 2 1
Q6 MDは帰国して、本社の役員になる人は少ない。 5 4 3 2 1




 調査対象者は R&D 技術者が 27 人、その周辺の非技術者が 33 人の計 60 人である。技
術者は、帰国した 2 人（技術者）を除いて、マレーシアの各社の社長（MD）、R&D 部門
長、技術者 25 人で合計 27 人である。非技術者は、マレーシアでの勤務者 27 人、元マレ




 1）アンケート結果  
 アンケートは設問 1「R&D 部門の格差ある処遇の導入」と設問 2「技術者に何故『Why』



















































































Q1 Q2 Q3 Q4 Q5 Q6 Q7 重要課題
5そう思う 3 11.1% 6 22.2% 7 25.9% 3 11.1% 3 11.1% 4 14.8% 1 3.7% Q1 6.5 27.1%
4ややそう思う 12 44.4% 7 25.9% 14 51.9% 11 40.7% 8 29.6% 10 37.0% 8 29.6% Q2 3.5 14.6%
3どちらともいえない 3 11.1% 4 14.8% 4 14.8% 8 29.6% 9 33.3% 8 29.6% 6 22.2% Q3 2.5 10.4%
2あまりそう思わない 6 22.2% 8 29.6% 1 3.7% 3 11.1% 4 14.8% 5 18.5% 8 29.6% Q4 5.5 22.9%
1そう思わない 3 11.1% 2 7.4% 1 3.7% 2 7.4% 3 11.1% 0 0.0% 4 14.8% Q5 3.5 14.6%
計 27 100% 27 100% 27 100% 27 100% 27 100% 27 100% 27 100% Q6 1 4.2%
2位 55.6% 5位 48.1% 1位 77.8% 3位 51.9% 6位 40.7% 3位 51.9% 7位 33.3% Q7 1.5 6.3%











 技術者の回答は、Q1～Q7 の特定の質問 No に集中していない。重要な課題で比率が大
きい 1 位は「Q1：本社は R&D の改革を評価しない。（売上、利益、品質、納期のみ評価）」
で 27％、2 位は「Q4：日系企業の MD は保守的で改革しない」で 23％、この 2 つで 50％
を占めている。3 位は「Q2：現地法人の権限は制約されている」で 15％、4 位は「Q5：










 一方 2 位の「Q4：日
系企業の MD は保守的
で改革しない」23％と 4 位の「Q5：MD は 2～3 年で帰国し改革の時間が足りない」15％
の、2 つ合わせて 41％は、社長（MD）の守りの姿勢と在任期間に要因がある、と回答者





きず、本社の方向を向いている」42％が第 1 位である。2 位は「Q2：現地法人の権限は
























順位  技術者 非技術者 　全員  技術者 非技術者 　全員
質問 比率 質問 比率 質問 比率 質問 比率 質問 比率 質問 比率
No. ％ No. ％ No. ％ No. ％ No. ％ No. ％
1位 Q1 27% Q3 42% Q3 28% Q3 78% Q2 85% Q3 82%
2位 Q4 23% Q2 26% Q2 21% Q1 56% Q3 85% Q2 68%
3位 Q2 15% Q5 11% Q4 15% Q4 52% Q7 64% Q1 54%
4位 Q5 15% Q7 10% Q1 13% Q6 52% Q5 67% Q4 52%
5位 Q3 10% Q4 8% Q5 13% Q2 48% Q1 53% Q6 51%
6位 Q7 6% Q1 2% Q7 8% Q5 41% Q4 52% Q7 50%














 3）アンケートの分析「5＋4 比率」について 




 技術者の 1 位は、「Q3：日系企業は多国籍・グローバル企業ではない。本社から独立で
きず、本社の方向を向いている」78％である。 
 2 位は、「Q1：本社は R&D の改革を評価せず」56％である。 
 全員の回答の第 1 位は Q3「日系企業は多国籍・グローバル企業ではない。本社から独
立出来ず。本社の方向を向いている」で 82％である。技術者も 78％で 1 位、非技術者も
同率 1 位で 85％である。 
 表 6-13 の重要な課題では、「Q3：日系企業は多国籍・グローバル企業でない。本社か
ら独立できず、本社の方向を向いている」が技術者では 10％で 5 位であるが、非技術者
は 42％で 1 位である。技術者が何故、重要性が低いと判断しているのかは、今後の課題
としたいが、実際に直面している「Q1：本社は R&D の改革を評価しない。」が 1 位、「Q4：
日系企業の MD は保守的で改革をしない」が 2 位、「Q2：現地法人の権限は制約されてい
る。」と「Q5：MD は 2～3 年で帰国し改革の時間が足りない」が同率 3 位となっている。
実際に直面している課題にフォーカスしていると考える。 
 第 2 位は「Q2：現地法人の権限は制約されている」である。ただ、技術者は 48％で 5
位であるのに対し、非技術者は 85％で同率 1 位である。技術の当事者とその周辺の人び
とでの差が現れていると考える。 
 第 3 位は Q1「本社は R&D の改革を評価しない（売上、利益、品質、納期のみ評価）」




 第 4 位は Q4「日系企業の MD は保守的で改革しない」で、52％である。 








































 第 3 回アンケートの結果を当事者である技術者の重要な課題の回答ににウエイトを置
いてまとめてみる。 
 重要な課題で比率が大きい 1 位は「Q1：本社は R&D の改革を評価しない（売上、利益、
品質、納期のみ評価）」で 27％、2 位は「Q4：日系企業の MD は保守的で改革しない」で
23％、この二つで 50％を占めている。3 位は「Q2：現地法人の権限は制約されている。」
で 15％、4 位は「Q5：MD は 2～3 年で帰国し改革の時間が足りない」で 15％である。 
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 R&D 技術者のローカル化について 88 ページの 7）インプリケーションの 1～2 に 3 を
加え、下記の 3 つの提案をしたい。 
1 R&D 部門のある社長（MD）とその R&D 部門長は 45 才で派遣し、少なくとも 10 年
は駐在させる。 
2 本社（HQ）の評価項目に「R&D の改革」、「R&D の人材育成」を入れる。 
3 日本本社は、海外 R&D 部門が、自由裁量できる権限を増やしてゆく。 
 

















③R&D 部門のある社長とその R&D 部門長の派遣年齢が改革に要する年数以下である（例
えば 57 歳で赴任し、改革に要する年数 5～6 年を待たずに定年帰国する。）というような
意味で、この問題は本社の課題であることが明確になった。 





























組織の ①マルチ ②グローバル ③インター ④トランス
特徴 ナショナル型 型 ナショナル型 ナショナル企業
(分権連邦型) (集権ハブ型) (調整連邦型) (トランスナショナル構造)
資源の 分散型で 中央集権型で コア能力の源泉 分散・相互依存
能力と 国ごとに グローバル は中央に集中さ 専門性
配分 自立 規模 せ他は分散
海外事業 現地の機会 親会社の 親会社の能力を 統合された世界的
の役割 を利用 戦略を実行 適応させ活用 事業規模に向けた
各国ユニットによる
分化した貢献
知識の 各ユニット内 中央で知識を 中央で知識を 共同で知識を
開発と で知識を開発 開発して保有 開発し海外の 開発し世界中で
普及 して保有 ユニットに移転 共有
ネスレ トヨタ、三菱 GE、GM 欧州フォード・モーター








 下記の「質問票」を用いアンケート調査を行った。2010 年 10 月 18 日～24 日に在マレ
ーシアの R&D 技術者とその関係者の合計 34 人に面談し、「国際経営戦略①～④」につい
て説明した後、回答を得た。 




 設問 2 では「R&D の国際経営戦略」について同様の狙いから回答を求めた。この設問





































 1）設問 1：「日本企業(貴社)の国際経営戦略について」 




 1-1）日本企業（貴社）の近い経営戦略型（①～④）を選んだ理由   ＜理由 A＞ 
 丸英数字に続く文章は、理由である。内容は原文のままである。 
 「現状がそのような経営になっているので。」という理由が多い。それ以外の特徴的な












 「②マルチナショナル型」2.9％と「トランスナショナル型」0％の 2 つは比率が低いの
で省略する。 
 






























































 2）設問 2：「日本企業(貴社)の R&D 国際経営戦略について」 
 アンケート結果を図 6-36～6-37 に示す。現状は 56.5％が②グローバル型、22.0％が③ 
インターナショナル型、22.0％が③インーナショナル型と回答している。またあるべき姿




 2-1) 日本企業の R&D の国際経営戦略として①～④を選んだ理由  ＜理由 C＞ 
 「②グローバル型」を R&D の国際経営戦略と日本企業の国際経営戦略で比較すると、


































































 表 6-14 の＜全員＞に示すように現状の日本企業の国際経営戦略は 82.4％の人が「②グ
ローバル型」と回答している。日本企












 在マレーシアの日系 R&D は、採用方針や処遇で外資系 R&D に比べて大きく後れを取
っている。具体的には、①外資系は優秀な学生には奨学金を与えて目星を付けて採用、②




略が大きなウエイトを占めている、と言って良い。一方で日本企業 R&D の 25％が「④ト
ランスナショナル型」と自社を判断している点が処遇の改善に結びついていないのは、今
後の検討課題である。 
 第 3 回のアンケート結果も上記の「優秀なローカルエンジニアは日系に来ず、外資系に
<全員＞
国際経営戦略
現状 将来 現状 将来
①マルチナショナル 2.9% 2.9% 4.3% 0%
②グローバル 82.4% 2.9% 56.5% 0%
③インターナショナル 14.7% 47.1% 21.7% 34.8%
④トランスナショナル 0.0% 47.1% 17.4% 65.2%
＜技術者＞
国際経営戦略
現状 将来 現状 将来
①マルチナショナル 0% 0.0% 8.3% 0%
②グローバル 84.6% 7.7% 58.3% 0%
③インターナショナル 15.4% 46.2% 8.3% 33.3%










 マレーシアの製品開発 R&D のローカル化については、技術部門の 85％が進めるべきと
回答している。その上で、格差ある処遇の導入について、第 1 回アンケートでは「格差あ
る処遇の導入」については、96.3％が導入の必要性を考えている。しかし、第 2 回アンケ












































2 日系企業の海外 R&D 部門派遣者の人的資源管理の現状と課題 
 
(1）目的 
 日系製品開発 R&D 部門の技術者のローカル化が何故進まないかを解明してきた中で、
日系企業は、経営資源（人、物、金、情報）の管理うち「海外 R&D 部門への派遣者の人
的資源管理」に問題があるのでは、との指摘を、①派遣する日本側の海外人事部門、②派
遣先の MD や R&D 部門長、③派遣先の技術者から受けた。また日本から日本人の海外派
遣をバックアップしているコンサルタント業の方々からも同様の問題提起を受けた。 
 ただ、問題提起は、面談者から表 7-1 の Q1～Q7 の内の 2～3 項目を受けただけであっ
たので、提起の多い順も含めて整理をし直し、表 7-1 を作成した。 
 そこで、「海外 R&D 部門へ派遣される日本人の人的資源管理」について、アンケート
と聞き取り調査で実態の解明とその分析を行った。 
 アンケートの狙いは、派遣された「日本人の人的資源管理」の問題点について明らかに
し、海外商品開発 R&D 部門のローカル化が進まない要因との関係を分析することである。 
 
(2）分析枠組み 
 マレーシアにおける R&D 技術者の人的資源管理について、アンケート調査を行い、分
析する。 
 アンケートの質問項目は、第 1 回アンケート「日系企業の海外派遣者に関する人的資源
管理について：日系 R&D が良い技術者を採用するために」の作成に当たり、①日本の海







そう ややそ どちら あまり そう思 非常に重要
思う う思う ともい そう思 わない と思われる
えない わない 項目に○印
Q1 海外に人材を派遣する場合の選考基準＊が明確である。 5 4 3 2 1
Q2 海外派遣者のキャリアパスを考えた派遣である。 5 4 3 2 1
Q3 海外派遣者に対して「ミッション」が付与されている。 5 4 3 2 1
Q4 海外赴任に際して「赴任期間」の明示がある。 5 4 3 2 1
Q5 本人に対して内示がきちんと行われている。 5 4 3 2 1
Q6 海外赴任に際して事前研修が行われている。 5 4 3 2 1




第 1 回アンケート調査の設問を作成した。それが、表 7-1 の Q1～Q7 である。 
 アンケートの回答項目は「5 そう思う」～「1 そう思わない」の 5 段階とした。また、
Q1~Q7 のうち重要な課題について○印を入れる選択をお願いした。 
 アンケート調査は 2009 年 6 月～7 月に行った。調査対象者は、日本の海外人事関係者
と事業部長クラスの 7 人、マレーシアの日系 R&D 各社の MD、R&D 部門長、技術者の






 1）アンケート調査結果 1（「5＋4 比率」評価） 












































図7-1   人的資源管理アンケート(全員：29人)
 
 
 まず、課題の少ない設問を抽出し、重要な問題に焦点を当てる。「5+4 比率」（「5 そう
思う」と「4 ややそう思う」の合計）の少ない順に「Q7：海外赴任後に現地での研修が
行われている」が 13.6%で 1 位、「Q1：海外に派遣する場合の選考基準が明確である」が
27.6%で 2 位、「Q2：海外派遣者のキャリアパスを考えた派遣である」が 31.0%で 3 位で
あった。Q7 は派遣後の問題点であり、派遣前の課題は Q1、Q2、Q3、と言える。 
 「Q3：海外派遣者に対してミッションが付与されている」については、回答者は重要
な課題と考えているが、そのミッション付与の実行がされているかを聞く Q3 の「5＋4







 2）アンケート調査結果 2（「重要な課題」評価） 
 アンケート 7 項目のうちどれが重要な項目であるかのアンケート結果を表 7-2 に示す。
全体の上位 1～3 位では、Q3、Q2、Q1 が重要な課題と回答している。Q3 は一番重要な
課題と考えられるが、「Q3：海外派遣者のミッション付与」に関しては表 7-1 に示すよう
に回答の「5」と「4」を加えた「5＋4 比率」は 65.5%である。Q3 は、回答者は重要な課
題と考えているが、前項で述べた様に問題は少ないと判断した。 









 上記のアンケート調査結果１）と 2）を踏まえて、Q1 と Q2 に的を絞って分析する。そ
して①マレーシアの R&D 技術者、②日本側（日本の海外人事関係者と事業部長クラス）、
③マレーシアの R&D 以外の関係者、の 3 つのグループに分けて、違いを明らかにして行
く。 
 
 4)「Q1 海外に人材派遣を派遣する場合の選考基準が明確である」について 
 アンケート結果を図 7-2～図 7-11 に示す。 
 
 4-1）マレーシアの R&D 技術者 
 アンケート結果を図 7-2 に示す。「1 そう思わない」が 18.2％、「2 あまりそう思わ
ない」が 54.1％である。72.2％が否定的である。 
 4-2）日本の海外人事関係者と事業部長クラス 
 アンケート結果を図 7-3 に示す。「5 そう思う」が 0％、「4 ややそう思う」が 42.9％




























Q1 Q2 Q3 Q4 Q5 Q6 Q7
全員 5 6 11 2 0 1 2
日本の海外人事関係者 2 2 2 0 0 0 0
マレーシアR&D技術者 1 3 4 2 0 1 0

















 4-3）マレーシアの R&D 以外の関係者 
 アンケート結果を図 7-4 に示す。Q1 は「5 そう思うが 18.2％、「4 ややそう思う」
が 18.2％で、計 36.4％ある。また「1 そう思わない」18.2％、「2 あまりそう思わない」




 アンケート結果を図 7-5～図 7-7 に示す。 
 
 5-1）マレーシアの R&D 技術者 
 アンケート結果を図 7-5 に示す。「1 そう思わない」が 27.3％、「2 あまりそう思わ
ない」が 45.5％で計 72.8％である。全員の 70％以上の回答者が否定的に回答している。 
 
 5-2）日本の海外人事関係者と事業部長クラス 
 アンケート結果を表 7-6 に示す。「5 そう思う」が 0％、「4 ややそう思う」が 57.1％、



























































 5-3）マレーシアの R&D 以外の関係者 











































① マレーシアR&D技術者 9.1% 18.2%
② 日本の海外人事関係者 42.9% 57.1%








 在マレーシア日系企業の製品開発 R&D 部門技術者の海外派遣期間が、後述のように長
期化が進み、その弊害も出て来ている、と言われている。また、年 4 回の訪馬で毎回約















 1）設問 1「海外派遣期間について」 
 マレーシア（以下シンガポールを含む）への派遣年数のアンケート結果を表 7-4に示す。
技術者と非技術者を加えた全員は 3.99
年、技術者は 5.52 年、非技術者は 2.27
年である。非技術者に比べると 3.25 年位
長い。前回と前々回の派遣を加えると、




 派遣年数に関する過去のデータがないので、表 7-5、表 7-6 の労働政策研究・研修機構
の調査結果を用いて比
較・検討をおこなう。 







1年 1-2年 2-3年 3-4年 4-5年 5年 無回答 計
未満 未満 未満 未満 未満 以上
中国 66 89 67 49 35 59 0 365
その他アジア 85 101 86 66 29 80 4 451
アジア小計 151 190 153 115 64 139 4 816
％ 18.5% 23.3% 18.8% 14.1% 7.8% 17.0% 0.5% 100%
世界 302 353 305 216 121 254 14 1565




                   表7-4　派遣年数 単位：年
現在 前回 前々回 計
全員（35人） 3.99 2.77 0.68 7.44
技術者(19人) 5.52 2.09 0 7.61




 一方で 5 年以上は 17.0％にしか過ぎない。技術者 19 人の 5.5 年の派遣年数は、表 7-5、
表 7-6 と比較して少し長すぎるのでは、と筆者は考える。 
 また、表 7-6 の「規 
定および目安となる派
遣期間」は、アジアで









2年間 3年間 4年間 5年間 6年間 無回答 計
以内 以上
中国 6 89 43 112 5 2 257
その他アジア 7 106 84 127 5 9 338
アジア小計 13 195 127 239 10 11 595
％ 2.2% 32.8% 21.3% 40.2% 1.7% 1.8% 100%
世界 22 330 265 532 19 23 1191















当てはまる番号に○を一つ付けて下さい。 そう ややそ どちら あまり そう思
あなたのご意見を記入下さい 思う う思う ともい そう思 わない
えない わない
Q1 欧米諸国なら行く 5 4 3 2 1
Q2 アジア諸国なら行く（香港・シンガポール・マレーシア・タイ） 5 4 3 2 1
Q3 アジア諸国なら行く（中国） 5 4 3 2 1
Q4 アジア諸国なら行く（インド・上記以外の国） 5 4 3 2 1




次に「非常に重要と思われる項目」について、○を一つお付け下さい。 そう ややそ どちら あまり そう思 非常に重要
あなたのご意見を記入下さい 思う う思う ともい そう思 わない と思われる
えない わない 項目に○印
Q1 海外での給与、賞与等の処遇が良くない 5 4 3 2 1
Q2 キャリアパスの考慮がない（日本に帰っても出世しない） 5 4 3 2 1
Q3 単身赴任はしたくない 5 4 3 2 1
Q4 子供の教育に支障がる 5 4 3 2 1
Q5 外国語が不得意である 5 4 3 2 1




次に「非常に重要と思われる項目」について、○を一つお付け下さい。 そう ややそ どちら あまり そう思 非常に重要
あなたのご意見を記入下さい 思う う思う ともい そう思 わない と思われる
えない わない 項目に○印
Q1 購買力平価方式の海外給与を改めるべき 5 4 3 2 1
Q2 キャリアパスを明確にした海外派遣にすべき 5 4 3 2 1
Q3 海外赴任の選考基準をもう少し明確にする 5 4 3 2 1
Q4 赴任前のj事前研修を十分行う 5 4 3 2 1





 2）設問 2「次の海外赴任の要請があれば、あなたはどのようにしますか」 
 
 2-1）アンケート結果（全員の 35 人分） 





















































































 2-2）「5＋4 比率」 
 Q1~Q5 の設問の回答の「5＋4 比率」を表 7-8 で示す。5＋4 比率とは、肯定的な「5 そ
う思う」と「4 ややそう思う」を合計した比





2 位は欧米諸国の 91.2％、3 位は中国の 51.5％、
4 位はインド、その他の国の 42.4％である。
さすがにどこへも行きたくない人は 3.6％と低い。技術者の 19 人も同様の傾向を示して
いる。 
 
 3）設問 3「設問 2 で否定的」 
 3.6％と人数が少ないので分析を省略する。 
 
 4）設問 4「海外赴任の今後の改善点」について 
 4-1）アンケート結果 

























































Q1 欧米諸国 82.4% 88.9%
Q2 香港 星 馬 泰 91.2% 88.9%
Q3 中国 51.5% 41.2%
Q4 印 その他の国 42.4% 42.4%

















 5+4 比率では、全員の 1 位：キャリアパスの明確化 73.5％、2 位：選考基準の明確化
69.7％、3 位：事前研修の充実と赴任期間の明確化の二つで同率の 66.7％である。技術者











 設問 2～4 について「ご意見」欄を設けた。そこに記入された内容を下記する。回答は
原文通りである。 
 































全員 技術者 全員 技術者
Q1 購買力平価方式の再考 60.6% 64.7% 17.9% 16.7%
Q2 キャリアパスの明確化 73.5% 72.2% 39.3% 25.0%
Q3 選考基準の明確化 69.7% 64.7% 19.9% 16.7%
Q4 事前研修を十分に 66.7% 52.9% 10.7% 16.7%




























 その平均は現状 5 年を越えているが、表 7-5「勤務地での派遣年数」、表 7-6「規定およ



























5.5 年と長くなっており 2 回目の海外派遣も増えている。改善が必要である。この派遣期



















































 第一章では、多国籍企業における海外 R&D の先行研究について取上げた。特にバート












の 2 つの開発拠点で、互いにイノベーションの創造をしている。 





 第三章では、R&D 部門を抱える日系企業 11 社の日本人・ローカル技術者について設計
担当別、人種別構成を 2003 年と 2008 年の事例で明らかにした。日本人比率は前者で
 120 
 
11.4％、後者で 8.6％であった、5 年経っても大きな変化がない。 
 第四章では、本論文で中心的に取上げるモトローラ社は、R&D 経費支出が 3.439 百万
米ドルで多国籍企業の R&D 支出世界ランキング 19 位であることを示した。そしてトラ
ンシーバーの製品開発の米国からマレーシアへの移管に焦点を当て、海外移管の成功事例
























 第六章は、日系企業 R&D 部門は処遇等を外資系 R&D 並みに引き上げて改善を行い、
優秀なローカル技術者の採用に何故当たらないかという疑問に対する調査分析である。 
 日系企業の MD（社長）や R&D 部門長に 5 回アンケート調査を行った。まず、第 1 回
アンケートでは、①技術者のローカル化は 96.3％がメリットあり賛成、第 2 回アンケー












































権型にする方が、創造的、自律的な海外 R&D へと発展して行くことになる。 














 本論文が世に出ることによってささやかな貢献ができればと思われる点は 2 つある。1
つ目は、日系企業の海外製品開発部門が抱えている課題について、その問題点と解決策に
ついて今までの研究では示していない結論を提供できたのではないかということである。 



















































性が要求される海外 R&D 部門に関しては、本社が大枠を決めて細かいことは現地 R&D
に任せて、自立する R&D にした方が良い結果が生まれると、ほとんどの R&D 部門のあ
る現地法人社長と R&D 部門長は回答している（Bartlett & Goshal の④トランスナショ
ナル企業、あるいは本論文提起の自律型の二極製品開発体制戦略がこれに該当)。 
 製品開発 R&D 部門技術者のローカル化には、①採用方針の変更、②処遇の改善が必要
である。それを実行に移すために、本社側には次の点を要望したい。①本社の海外 R&D
の評価項目に「海外 R&D のローカル化の拡大等の改革項目」を入れる。②本社は、海外
現地法人で R&D 部門がある会社の社長とその R&D 部門長には、優秀な人材を 45 歳前後
で派遣し少なくとも 10 年以上は駐在させる。そして、R&D 改革の時間を与える。③本社
は海外 R&D 部門が自由裁量出来る権限を増やすこと、の 3 点である。 
 以上に、さらに付け加えて述べると、最近の日本の電機電子産業は、1980 年、1990 年


















 また、研究のアプローチとして、外資系 R&D の調査は、当初はモトローラ、ボッシュ、
インベンティックの 3 社で開始したが、本論文では多くの情報を入手できたモトローラで
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＜付属資料 1＞ アンケート調査質問票 









人種 人員 備考 人種 人員 備考
回 マレー人 馬 マレー人
路 華人 ・ 華人
設 インド系 大 インド系
計 日本人 卒 小計 0
小計 0 日 マレー人
機 マレー人 本 華人
構 華人 大 インド系
設 インド系 卒 小計 0
計 日本人 国 マレー人
小計 0 外 華人
ソ マレー人 大 インド系
フ 華人 卒 小計 0
ト インド系 マレー人
設 日本人 高 華人
計 小計 0 卒 インド系
技 マレー人 小計 0
術 華人 マレー人
補 インド系 計 華人
助 日本人 インド系
小計 0 小計 0
マレー人 日本人
そ 華人 総計 0
の インド系
他 日本人 大卒：大学院卒含む
小計 0 馬 ・大卒：マレーシアの大学卒
マレー人 0 日本大卒：日本の大学卒















質問票 2 マレーシア日系 R&D 技術者構成（英文） 
Engineer who are divided into 1 and 2
Date:          /july/2008
1　Engineer who are divided into the taking charge


























































































2　Wage of the engineer who has 5 year experience(Bacheler）
Unit：Ringgit





























そう ややそ どちら あまり そう思
思う う思う ともい そう思 わない
えない わない
Q1 日本人技術者のローカル化はメリットがある。 5 4 3 2 1
2 Q1で「ローカル化にメリットあり」5,4と答えた方にお伺いします。
まず、当てはまる番号に○を一つ付けて下さい。
次に「非常に重要と思われる項目」について、○を一つお付け下さい。 そう ややそ どちら あまり そう思 非常に重要
あなたのご意見を記入下さい 思う う思う ともい そう思 わない と思われる
えない わない 項目に○印
Q1 ローカル技術者のトップ10％入りで、モチベーション向上が図れる 5 4 3 2 1
Q2 優秀なローカル技術者の定着が図れる 5 4 3 2 1
Q3 R&D技術者の評価・報酬制度の世界統一の第一歩となる。 5 4 3 2 1
Q4 優秀なローカル技術者の採用につながる 5 4 3 2 1
Q5 現地日本人技術者の負担軽減が出来る 5 4 3 2 1




次に「非常に重要と思われる項目」について、○を一つお付け下さい。 そう ややそ どちら あまり そう思 非常に重要
思う う思う ともい そう思 わない と思われる
えない わない 項目に○印
Q1 日本側の考えや意向が現地に伝わりにくくなる。 5 4 3 2 1
Q2 本社側の発想が中央集中グローバル型であり、この枠から抜けるのが難しい。 5 4 3 2 1
Q3 外資系と同レベルまでの賃金水準アップや格差ある賃金体系導入が難しい。 5 4 3 2 1
Q4 優秀な技術者を採用する体制がないので、ローカル化は難しい。 5 4 3 2 1


















（優秀な技術者＝日本人に置換わる技術者） そう ややそ どちら あまり そう思 非常に重要
思う う思う ともい そう思 わない と思われる
えない わない 項目に○印
Q1 格差のある賃金体系を導入しないと優秀な技術者は集まらない 5 4 3 2 1
Q2 格差のある賃金体系を導入しなくても優秀な技術者は集まる 5 4 3 2 1
Q3 優秀な技術者は日系に来ず、格差ある処遇の欧米系に行っている 5 4 3 2 1
Q4  社内に日本人に置換わるレベルの高い技術者がいないので導入不要である 5 4 3 2 1 -
Q5 優秀な技術者には昇給と昇進のペースを速めるべき 5 4 3 2 1
Q6  日本人技術者がいるので優秀なローカル技術者は不要である 5 4 3 2 1 -
2 R&D部門に格差ある処遇の導入の問題点をお伺いします。　まず当てはまる番号に○を一つ付けて下さい。
次に「重要な課題」と思う項目について、いくつでも○をお付け下さい。
そう ややそ どちら あまり そう思 非常に重要
思う う思う ともい そう思 わない と思われる
えない わない 項目に○印
Q1 格差ある処遇を導入する時には日本の親会社の承認が必要である 5 4 3 2 1
Q2  格差ある処遇を導入する時と組合との協議が必要となる 5 4 3 2 1 -
Q3 格差ある処遇を導入すると生産部門からのクレームが発生する 5 4 3 2 1
Q4 格差ある処遇は日本式経営の文化に合わない 5 4 3 2 1
Q5 優秀でない人の解雇をする場合、日系企業には法的な体制がなく難しい 5 4 3 2 1
3 日本語によるR&D部門の経営についてお伺いします。　まず当てはまる番号に○を一つつけて下さい。
次に「重要な課題」と思う項目について、いくつでも○をお付け下さい。
そう ややそ どちら あまり そう思 非常に重要
思う う思う ともい そう思 わない と思われる
えない わない 項目に○印
Q1 日本語によるR&D部門の経営は優秀な技術者確保の弊害となっている 5 4 3 2 1
Q2 肝心な問題の決定は日本語で行われている 5 4 3 2 1
Q3 日本からの非定型的な連絡（E-Mail、電話、FAX)は日本語である 5 4 3 2 1
Q4 日本からの定型的な連絡（E-Mail、電話、FAX)は英語である 5 4 3 2 1
Q5 会議でローカルが加わると会話は英語になる 5 4 3 2 1
4 大学との交流についてについてお伺いします。　まず当てはまる番号に○を一つつけて下さい。
次に「重要な課題」と思う項目について、いくつでも○をお付け下さい。
そう ややそ どちら あまり そう思 非常に重要
思う う思う ともい そう思 わない と思われる
えない わない 項目に○印
Q1 大学との人的な交流は拡大すべきである 5 4 3 2 1
Q2 就職フェアで大学から優秀な技術者の採用は可能になる 5 4 3 2 1
Q3 奨学金制度を導入すべきである 5 4 3 2 1





質問票 7 第 2 回アンケート「総論賛成、各論実行せずの理由」 
 
2007年12月  日                      会社名  ＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
 





































































日 時 2007 年 3 月 26 日（月）～3 月 30 日（金） 
場 所 シンガポール企業 3 人、マレーシア企業 21 人、政府機関、大学 3 人の計 27 人を訪問調査 




1 R&D 部門に格差ある処遇の導入について 
Q1 格差のある賃金体系を導入では、96.3％が格差ある賃金の導入の必要性を考えている。 
Q5 優秀な技術者には昇給と昇進のペースを速めるべき 100％の回答者がその様に考えている。 
＜重要項目＞「格差ある賃金体系を導入し」「優秀な技術者には昇給と昇格のペースを速めるべき」 
 
2 R&D 部門に格差ある処遇の導入の問題点について 
Q1 格差ある処遇を導入時には日本の親会社の承認は半分強の計 51.9％が必要と回答している。 
Q3 格差ある処遇を導入すると生産部門からのクレーム発生は、計 66％が問題にしている。 
Q4 格差ある処遇は日本式経営の文化に合わないは、57.7％が否定的である。 
Q5 優秀でない人の解雇には法的な体制がなく難しいは、計 74％が「難しい」と答えている。 
＜重要項目＞ Q5 が 60％と 1 位で、解雇に不慣れな日系 R&D を反映している。2 位は Q1(32％)。 
 
3 日本語による R&D 部門の経営について 
Q1 日本語による R&D 部門の経営は優秀な技術者確保の弊害である件は、半分強は肯定的である。 
Q2 肝心な問題の決定は日本語で行われている。合わせて 91.6％が「日本語」と回答。 
Q3 日本からの非定型的な連絡（E-Mail 等)は日本語である 88％が「日本語で連絡」と回答。 







Q1 大学との人的な交流は拡大すべきである。合わせて 96％が「拡大すべき」と回答している。 
Q2 就職フェア で大学から優秀な技術者の採用は可能になる。 70.9％が肯定的な回答である。 
Q3 奨学金制度を導入は そう思う 8.0％、ややそう思う 52.0％、合わせて 60.0％が肯定的な回答。 
Q4 大学への寄付は そう思う 15.4％、ややそう思う 46.2％、合わせて 61.6％が肯定的な回答。 


















（優秀な技術者＝日本人に置換わる技術者） そう ややそ どちら あまり そう思 非常に重要
思う う思う ともい そう思 わない と思われる
えない わない 項目に○印
Q1 本社はR&Dの改革を評価しない。（売上、利益、品質、納期のみ評価） 5 4 3 2 1
Q2 現地法人の権限は制約されている。 5 4 3 2 1
Q3 日系企業は多国籍・グローバル企業でない。本社から独立出来ず、本社の方を向いている。 5 4 3 2 1
Q4 外資系企業曰く、日系企業のMD（R&D長）は保守的で改革を実行しない。 5 4 3 2 1
Q5 MDは定年間際に来て、2～3年で帰国するので改革の時間が足りない。 5 4 3 2 1
Q6 MDは帰国して、本社の役員になる人は少ない。 5 4 3 2 1






そう ややそ どちら あまり そう思 非常に重要
思う う思う ともい そう思 わない と思われる
えない わない 項目に○印
Q1 小学校から大学までの理数科目で「考える教育」を受けていない 5 4 3 2 1
Q2 試験で4択式の比率が多すぎる（STPMの物理で4択式が78％） 5 4 3 2 1
Q3 授業は暗記教育が中心である 5 4 3 2 1
Q4 InteractiveなDiscussionの多い授業になっていない 5 4 3 2 1
Q5 教員の質が悪い。（小学校教員はカレッジ卒である） 5 4 3 2 1
Q6 ブミプトラ政策が良くない（2003年頃まで華人がマレーシアの大学に入りにくい） 5 4 3 2 1












































注：表 1 上段の括弧内と下段の事例はジェイ B・バーニーによる。 
表1　多国籍企業3類型とトランスナショナル企業
組織の ①マルチ ②グローバル ③インター ④トランス
特徴 ナショナル型 型 ナショナル型 ナショナル企業
(分権連邦型) (集権ハブ型) (調整連邦型)
資源の 分散型で 中央集権型で コア能力の源泉 分散・相互依存
能力と 国ごとに グローバル は中央に集中さ 専門性
配分 自立 規模 せ他は分散
海外事業 現地の機会 親会社の 親会社の能力を 統合された世界的
の役割 を利用 戦略を実行 適応させ活用 事業規模に向けた
各国ユニットによる
分化した貢献
知識の 各ユニット内 中央で知識を 中央で知識を 共同で知識を
開発と で知識を開発 開発して保有 開発し海外の 開発し世界中で
普及 して保有 ユニットに移転 共有
ネスレ トヨタ、三菱 GE、GM 欧州フォード・モーター



















そう ややそ どちら あまり そう思 非常に重要
思う う思う ともい そう思 わない と思われる
えない わない 項目に○印
Q1 海外に人材を派遣する場合の選考基準＊が明確である。 5 4 3 2 1
Q2 海外派遣者のキャリアパスを考えた派遣である。 5 4 3 2 1
Q3 海外派遣者に対して「ミッション」が付与されている。 5 4 3 2 1
Q4 海外赴任に際して「赴任期間」の明示がある。 5 4 3 2 1
Q5 本人に対して内示がきちんと行われている。 5 4 3 2 1
Q6 海外赴任に際して事前研修が行われている。 5 4 3 2 1

























当てはまる番号に○を一つ付けて下さい。 そう ややそ どちら あまり そう思
あなたのご意見を記入下さい 思う う思う ともい そう思 わない
えない わない
Q1 欧米諸国なら行く 5 4 3 2 1
Q2 アジア諸国なら行く（香港・シンガポール・マレーシア・タイ） 5 4 3 2 1
Q3 アジア諸国なら行く（中国） 5 4 3 2 1
Q4 アジア諸国なら行く（インド・上記以外の国） 5 4 3 2 1




次に「非常に重要と思われる項目」について、○を一つお付け下さい。 そう ややそ どちら あまり そう思 非常に重要
あなたのご意見を記入下さい 思う う思う ともい そう思 わない と思われる
えない わない 項目に○印
Q1 海外での給与、賞与等の処遇が良くない 5 4 3 2 1
Q2 キャリアパスの考慮がない（日本に帰っても出世しない） 5 4 3 2 1
Q3 単身赴任はしたくない 5 4 3 2 1
Q4 子供の教育に支障がる 5 4 3 2 1
Q5 外国語が不得意である 5 4 3 2 1




次に「非常に重要と思われる項目」について、○を一つお付け下さい。 そう ややそ どちら あまり そう思 非常に重要
あなたのご意見を記入下さい 思う う思う ともい そう思 わない と思われる
えない わない 項目に○印
Q1 購買力平価方式の海外給与を改めるべき 5 4 3 2 1
Q2 キャリアパスを明確にした海外派遣にすべき 5 4 3 2 1
Q3 海外赴任の選考基準をもう少し明確にする 5 4 3 2 1
Q4 赴任前のj事前研修を十分行う 5 4 3 2 1





＜付属資料 2＞ マレーシア政府（MOSTI）・JACTIM ダイアログの提出要望書 
Lampiran A 
 
FORMAT MENGEMUKAKAN MEMORANDUM UNTUK MAJLIS DIALOG 
TEKNOLOGI 

































































Up until now, Malaysia 
has put in great effort in 
shifting the country 
towards establishing 
knowledge-based 
Economy. However, in 
order for Malaysia to 
thrive continuously as a 
manufacturing hub in the 
ASEAN region in the wake 
of the escalating 
competition from China 
and the regional 
countries, it is crucial that 
Malaysia constantly 
provide a favourable 
environment in which the 
introduction of new 
products and 
technologies in its 
focused sectors, such as 
the existing Electrical and 
Electronics Industry, as 
well as the Automotive 
Industry, can be 
facilitated. 
To carry out R&D in 
Malaysia, drastic 
measures have to be 
(1)Introduction of 
mechanisms to accelerate 
R&D and product 
commercialisation in 
Malaysia 
To enhance the 
competitiveness of 
Malaysian industries, a 
higher level of value added 
activities is required. Thus, 
it is crucial that product 
commercialisation be built 
up simultaneously during 
the consolidation of R&D 
in Malaysia. To achieve 
this, it is equally important 
to utilise aggressively 
intellectual property 
system to accelerate 
product 
commercialisation. The 
Malaysian government is 
fully aware of the use of 
intellectual properties for 
this purpose. In the 2nd 
National Science and 
Technology Reinforcement 
Plan, as well as in the 



















































































implemented in order to 
strengthen R&D 
capabilities, since R&D is 
an essential element in 
creating value-added 
industries. In this respect, 
Prime Minister Datuk Sri 
Abdullah Badawi, in one 
of his recent speeches, 
has specifically 
mentioned the E&E 
Industry as a sector that 
has to develop its 
portfolio more 
strategically, given 
Malaysia’s need for 
greater competitiveness. 




concentrating all the R&D 
work, for Instance, analog 
TV upon Malaysia and 
making it the development 
base for the world Market. 
The Prime Minister’s 
speech has indeed 
aroused our interest, and 
JACTIM would be very 
grateful if you could 
provide us with the details 
of this policy as early as 
possible. 
 
In addition to this, for a 
speedy introduction of 
new products and 
technologies, it is 
essential that the capacity 
Malaysian Plan, 
intellectual properties 
such as patent usage were 
highlighted, a fact that did 
not escape the attention of 
Prime Minister Abdullah. 
We welcome this move and 
would like to further 
propose the following 
matters. As far as R&D and 
Design, including in-house 
R&D, are concerned, we 
propose that the minimum 
number of patents or new 
industrial designs that 
must be registered within a 
year be defined in the 
policy, and companies that 
have achieved the number 
be given tax incentive or 
other forms of incentive. 
We would appreciate it 
very much if this proposal 
could be considered and 
incorporated in the policy. 
 
(2)Radical increase of R&D 
personnel 
In order for Malaysia to 
become a developed 
nation by the year 2020, it 
is essential that the 
country provide a 
favourable environment in 
which creative personnel, 
who are able to create 
better value added 
products, can be produced 
continuously. However, it 



















































































of local supporting 
industries be improved so 
that it can provide 
immediate response in 
this regard. JACTIM, in 
cooperation with SMIDEC, 
is involved in projects 
such as Assistance for 
five to eight promising 
Malaysian-owned parts & 
components 
manufacturer, and 
Assistance for the 
foundation of bank of 
Japanese technicians & 
engineers. In fact, we 
have the abundant supply 
of excellent but retired 
engineers and technicians 
in Japan, and technology 
transfer can be further 
accelerated through the 
use of this group of 
specialists. In this 
context, it is hoped that 
the expertise of the 
retirees will help 
strengthen the technical 
skills of the supporting 
industries, which will in 
turn enable them to 
response promptly to 
orders from Japanese big 
companies. We are 
convinced that this will be 
beneficial to both 




Japanese business people 
are faced with an 
insufficient supply of 
manpower in this area. 
Some JACTIM member 
companies, although they 
have the intention to 
advance their R&D 
activities, have been 
unable to do so due to 
insufficient local R&D 
personnel capable of doing 
the job. In order to further 
attract R&D activities, 
which are very creative, to 
Malaysia, the number of 
R&D personnel should be 
significantly increased. To 
be able to produce more 
than twice the number of 
current R&D personnel, we 
would like to request that 
the number of students 
entering science and 
engineering faculties be 
increased and that the 
education framework of 
these areas of study be 
revamped. Besides, to 
boost science and 
engineering studies, we 
would also like to ask that 
special visas be offered to 
retired university teaching 
professionals under 
programmes such as the 
“Malaysia My Second 





2. Simplification of 
import procedure 
by SIRIM 
Since last year, SIRIM has 
been conducting tests on 
imported electrical 
products for every 
imported lot without prior 
notice. This procedure 
requires long hours and 
incurs expenses. Thus, 
the progress of Supply 
Chain Management is 
disrupted. 
We would like to request 
the clarification on the 
rationale of this stringent 
import testing that is 
conducted by SIRIM. At the 
same time, we strongly 
hope that the testing 
procedure will be 
simplified such as by 
reducing the number of 
import testing. 
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